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序章 問題設定と本論文の構成 

 

1. 問題設定 

本研究の目的は、オープン・イノベーションがなぜ日本企業に必要なのか、オープン・

イノベーションを効果的に遂行するためにはどのような研究開発組織が必要なのかを明ら

かにすることである。本研究では、オープン・イノベーションを遂行する際の研究開発組

織を、技術探索組織と技術活用組織に区分することで議論を行う。具体的には、①技術探

索組織に求められる役割と組織能力は何か、②技術活用組織に求められる役割は何か、③

技術探索組織と技術活用組織はどのように統合されているのかを明らかにする。 

オープン・イノベーションは、「企業内部と外部の技術を有機的に結合させることによっ

て、価値を創造すること」（Chesbrough, 2003, p.xxiv 邦訳 8 頁）と定義されている。従来

のイノベーション理論と比較すると、企業の境界を越えた技術や知的財産の移動を重視す

る点に理論的特徴がある1。オープン・イノベーションには、企業内部と外部の技術を結び

つける経路として、外部技術を内部に導入するプロセスと、内部技術を外部に供給するプ

ロセスが含まれている（Chesbrough, 2003, pp.xxiv-xxv 邦訳 8-9 頁）。本研究では、オー

プン・イノベーションを、外部技術を内部に導入することによって価値を創造することと

して限定的な意味に定義する（Clausen, 2013: Laursen and Salter, 2006: 中園, 2013）2。 

日本企業の多くは、オープン・イノベーションのための専門組織として技術探索組織を

設置している（元橋他, 2012: 清水・星野, 2012）。技術探索組織とは、研究開発を実施せず

に外部技術の探索を役割とする組織を指す。たとえば、2008 年に帝人は「帝人グループの

さまざまな技術と社外の技術を融合させ、さらなる価値を生み出すための開発拠点」とし

てオープン・ラボを設置している3。このように、各企業がどのような目的をもって技術探

索組織を設置したのか整理したものが、表 1 である。表 1 からわかるように、近年では産

業を問わずに技術探索組織が設置されており、技術探索組織は、研究開発部門や技術戦略

                                                   
1 Chesbrough（2003）は、典型的なイノベーション理論を「クローズド・イノベーション

（closed innovation）」と呼んでいる。クローズド・イノベーションとは、企業内部でアイ

デアを生み出し、企業内部で研究開発を行うことによって、価値を創造することである

（Chesbrough, 2003, pp.xx-xxii 邦訳 4-6 頁）。 
2 内部技術の外部化プロセスについては、Chesbrough and Garman（2009）や Kutvonen

（2011）、中原（2009）を参照されたい。特に中原（2009）は、技術の外部化にかかわる

手法を詳細に解説している。 
3 「Delivering Profitable Growth: The Teijin Challenge」帝人アニュアルレポート 2008 
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室、事業開発室などに設置される傾向がある。 

技術探索組織は、技術活用組織と対比させる形で定義されている。技術活用組織とは、

実際に研究開発を実施する組織を指している。オープン・イノベーションを導入するため

に技術探索組織を設置することによって、研究開発組織が技術探索組織と技術活用組織に

分化されたのである。 

技術探索組織は、技術戦略上求められる外部技術及び技術活用組織が求める外部技術を

見出す。それらの外部技術が利用されるためには、技術活用組織との協調が求められる。

必要な外部技術を見出したとしても、技術活用組織によって利用されなければ成果となら

ないからである。したがって、技術探索組織の成果は、技術活用組織に依存している。と

ころが技術活用組織は、技術探索組織を利用せずとも技術開発を進めることができる。技

術探索組織は技術活用組織に依存しているが、技術活用組織は技術探索組織に依存しない

という一方的な依存関係となっているのである。 

技術探索組織と技術活用組織の一方的な依存関係は、技術探索組織の業務遂行を困難に

させる。技術探索組織は、理念的に外部技術の探索に対して十分な資源配分を行う必要が

ある。しかしながら、技術探索組織が外部技術を見出し、技術活用組織に外部技術を提供

しても、技術活用組織が外部技術を利用しなければ技術探索組織の成果にはならない。そ

の結果、技術探索組織は、外部技術の探索とは異なる業務を作り出すことによって、組織

体としての生き残りを図るかもしれない。このような状況を避け、オープン・イノベーシ

ョンを効果的に遂行するためには、技術探索組織と技術活用組織が相互依存的に機能する

必要がある。 

本研究は、技術探索組織と技術活用組織が内包している構造的問題に対して、次のよう

な問題を設定する。すなわち、①技術探索組織に求められる役割と組織能力は何か、②技

術活用組織に求められる役割は何か、③技術探索組織と技術活用組織はどのように統合さ

れているのかということである。 

本研究では、パナソニックと大阪ガスの事例を用いて、2 つの単独事例分析を行う。事例

の選択は、理論的サンプリング（theoretical sampling）によって行われる。理論的サンプ

リングとは、理論を構築する、あるいは理論を発展させるという目的に沿って事例を選択

する方法である（Eisenhardt, 1989: Glaser and Strauss, 1967）。事例研究は「なぜ」とい

う問いに適合的な方法論であり（Yin, 1994）、それぞれの事例は、なぜオープン・イノベー

ションの遂行に失敗したのか、なぜオープン・イノベーションの遂行に成功したのかを問
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題として分析されている。失敗事例と成功事例という両側面を分析することによって、技

術探索組織と技術活用組織が持つ問題点とマネジメントのあり方について検討する。 
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表 1 新設された技術探索組織 

企業 設置年 技術探索組織 目的 

帝人 2008 オープン・ラボ 帝人グループのさまざまな技術と社外の技術を融合させ、さらなる価値を生み出す

4。 

シャープ 2008 オープン・イノベーション 

統括 

当社にない技術はオープン・イノベーションを通じて取り組む5。 

ソニー 2009 研究開発企画部門 社内外の先進技術を活用するオープン・イノベーションを推進し、事業化を加速。

ソニー独自の技術力と外部の専門性を融合することにより、R&D の効率向上を図

り、ネットワーク時代において急速に変化するカスタマーニーズと嗜好に迅速に対

応していくことを目指す6。 

資生堂 2010 技術アライアンス推進部 外部との渉外機能を高め、同業他社・異業種からの技術・シーズ導入を強化する7。 

東レ 2011 E&E センター 当該分野で必須の戦略となるオープン・イノベーションを推進することで、ダイナ

ミックな事業創出とビジネスモデルの革新を加速させる8。 

コニカミノルタ 2013 研究開発新棟（SKT） 大学・研究機関や企業との連携を促進する社外とのオープン・イノベーションの環

境を整備し、内部のリソースだけでは展開の難しかった分野においても積極的に外

部パワーを活用して「新しい価値」を生み出す9。 

                                                   
4 「Delivering Profitable Growth: The Teijin Challenge」帝人アニュアルレポート 2008。 
5 「組織変更及び人事異動のお知らせ」シャープ・ニュースリリース 2008 年 3 月 28 日。「Opening New Frontiers」シャープ・アニュアル

レポート 2009。 
6 「人事 機構改革」ソニー・ニュースリリース 2009 年 9 月 30 日。ソニー有価証券報告書 2009 年度。 
7 「組織の一部改正と人事異動のお知らせ」資生堂ニュースリリース 2010 年 3 月 4 日。 
8 「グリーンイノベーションを加速する総合技術開発拠点「E&E センター」を創設」東レ・ニュースリリース 2011 年 1 月 4 日。 
9 「東京サイト八王子に研究開発新棟を建設」コニカミノルタ・ニュースリリース 2013 年 4 月 8 日。 
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日東電工 2013 Nitto Innovations 限られた経営資源を有効に使うためには、社外の技術や事業を活用しながら当社の

事業につなげる仕組みの構築を実現するための手段10。 

三菱化学 2014 R&D 戦略室 国内外で産学官連携やベンチャーとの提携を行い、それら外部の技術・アイディア

と当社固有の最先端技術とを組み合わせる、オープン・イノベーションの取組みを

推進する11。 

富士フイルム 2014 オープン・イノベーション・ 

ハブ 

富士フイルムグループの基盤技術・コア技術とそれらを活用した材料・製品・サー

ビスを、企業・研究機関などの社外のビジネスパートナーに示し、新たな価値を「共

創」する場12。 

NTT データ 2014 オープン・イノベーション 

事業創発室 

オープンイノベーションをキーワードに、組織の枠組みを越え社内外から広く知

識・技術・人脈の結集を図る13。 

ダイキン工業 2015 テクノロジー・ 

イノベーションセンター 

社内外の異分野に携わる技術者同士の交流を促す仕掛けを随所に取り入れ、新しい

技術・知識の融合から生まれる「オープン・イノベーション」を推進する14。 

典拠: 各社のニュースリリースを基に筆者作成 

                                                   
10 「米シリコンバレーにオープン・イノベーション推進会社を新設」日東電工ニュースリリース 2013 年 10 月 28 日。 
11 「グレン・フレデリクソン教授の取締役および CTO 就任について」三菱化学ニュースリリース 2014 年 1 月 16 日。 
12 「社外のビジネスパートナーと新たな価値を「共創」する「Open Innovation Hub（オープンイノベーション ハブ）」: 富士フイルムグル

ープの基盤技術・コア技術を活用したソリューション提案拠点」富士フイルム・ニュースリリース 2014 年 1 月 20 日。 
13 「ベンチャー企業との連携による新規ビジネス創発を本格始動」NTT データ・ニュースリリース 2014 年 9 月 8 日。 
14 「国内 3 拠点の技術開発機能を集約し、新たな価値創造を行う: 「テクノロジー・イノベーションセンター（TIC）」の着工と京都大学は

じめ世界中の大学・企業との提携・連携について」ダイキン工業ニュースリリース 2013 年 6 月 21 日。 
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2. 本論文の構成 

本研究は以下のように構成される。 

第 1 章「日本企業の経営戦略とオープン・イノベーション」では、なぜ日本企業にオー

プン・イノベーションが必要となるのかを論証する。はじめに、日本企業の雇用・人事慣

行を整理することによって、1970 年代後半から 1990 年代にかけて機能していた日本企業

の経営戦略を明らかにする。次に、1990 年代以降に生じた経済環境の変動により、従来の

経営戦略が機能不全となったメカニズムを明らかにする。最後に、2000 年以降に重視され

るようになった企業グループ全体の経営効率性の向上を目指す経営戦略とオープン・イノ

ベーションの関係を整理することによって、現代的経営環境では、オープン・イノベーシ

ョンが重要となることを論証する。 

第 2 章「オープン・イノベーションにおける研究開発組織の分化と統合: 技術探索組織と

技術活用組織」では、オープン・イノベーションを遂行する際の研究開発組織にかかわる

先行諸研究を整理する。すなわち、研究開発組織が技術探索組織と技術活用組織に分化し

たことを先行諸研究に位置づける。分化した組織には統合する必要性が生じることを確認

し、技術探索組織と技術活用組織をどのように統合すべきか検討するための分析枠組みを

導出する。 

第 3 章「オープン・イノベーションの機能不全メカニズム: パナソニックの事例」では、

なぜパナソニックはオープン・イノベーションを遂行することができなかったのか明らか

にする。パナソニックは、いち早くオープン・イノベーションに取り組み始めた企業のひ

とつであり、技術探索組織を設置している。しかしながら、技術探索組織が十分に機能せ

ず、オープン・イノベーションの遂行に苦戦している。パナソニックの技術ベンチャリン

グ推進チームと東京 R&D センターの事例を分析することにより、オープン・イノベーショ

ンの機能不全メカニズムを明らかにする 

第 4 章「技術探索組織と技術活用組織の相互作用: 大阪ガスの事例」では、なぜ大阪ガス

はオープン・イノベーションを遂行することができたのか明らかにする。大阪ガスは、日

本で最もオープン・イノベーションを活用している企業のひとつである。オープン・イノ

ベーションの遂行を担った松本毅氏の役割とオープン・イノベーション室に着目すること

により、技術探索組織と技術活用組織に求められるマネジメントについて明らかにする。 

終章「総括と課題」では、本研究の総括を行い、明らかにされた論点を整理する。また、
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本研究が持っている問題を整理することにより、今後に残された課題を提示する。 
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第1章  日本企業の経営戦略とオープン・イノベーション 

 

1. はじめに 

本章の目的は、なぜ日本企業にオープン・イノベーションが必要となるのか論証するこ

とにある。本章では、日本企業の経営戦略にかかわる先行諸研究を整理することによって、

この課題を考察する。 

1970 年代後半以降の日本企業は、成長期も停滞期も一貫して内部成長と自前主義を基本

とした経営戦略を採用していた（加護野他, 1983: 小田切, 1992: 榊原・辻本, 2003）15。そ

れにもかかわらず、日本企業の成長に対してオープン・イノベーションがなぜ必要となる

のだろうか。本章では、日本企業の成長期に機能していた資源蓄積ダイナミクスが、経営

環境の変化にともない機能不全となったことを明らかにする。なお、資源蓄積ダイナミク

スとは、既存の資源蓄積を活用する経営戦略が、新たな資源蓄積を促進するという経営戦

略と資源蓄積の動態的な関係を指す（伊丹, 2003）。 

本章では、資源蓄積ダイナミクスの機能不全によって日本企業に採用された企業グルー

プ・シナジーとオープン・イノベーションの比較を行う。企業グループ・シナジーとは、

企業グループの統合や再編によって生じる技術的なシナジー効果を指す。本研究では、シ

ナジー効果における部品の共通化や流通チャネルの同時利用などによるコスト削減の効果

は含まない。本章では、企業グループ・シナジーとオープン・イノベーションを比較する

ことによって、オープン・イノベーションが望ましい戦略となったことを論証する。 

本章は以下のように構成される。2 節では、国際競争力を高めていた日本企業の資源蓄積

ダイナミクスと、それを支える雇用・人事慣行について整理する。3 節では、経営環境の変

化によって、資源蓄積ダイナミクスが機能不全となるメカニズムについて検討する。4 節で

は、企業グループ・シナジーとオープン・イノベーションを比較することにより、日本企

業にオープン・イノベーションが重要であることを指摘する。 

 

2. 資源蓄積ダイナミクスとそれを支える雇用・人事慣行 

1) 企業成長と年功賃金・終身雇用 

                                                   
15 1970 年代以前の日本企業の技術戦略は、諸外国からの技術導入と、その活用を中心とし

ていた（榊原, 1995, 2-3 頁）。しかしながら、1970 年代後半以降に日本企業の技術戦略が

転換することによって研究開発投資が増加した。その結果として、1986 年には研究開発投

資が設備投資を超える水準に至っている（児玉, 1991, 43 頁）。 
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1970 年代後半から 1980 年代にかけて、日本企業の国際競争力の高さは、あらゆる点か

ら研究が進んでいる（Aoki, 1988: Clark and Fujimoto, 1991: 橋本他, 2011: 今井・小宮, 

1989: 伊丹, 2003: 宮島, 2002: 宮本他, 2007: Nonaka and Takeuchi, 1995: 小田切, 1992: 

鈴木, 1994）16。そのなかでも本節では、企業成長と雇用・人事慣行について検討する。 

当時の日本企業は、アメリカ企業と比べて高い長期成長志向を持っていた。ここでの長

期成長志向とは、加護野他（1983）が行った質問票調査によって提示された概念であり、

市場の成長を前提とした長期的戦略を策定する志向を指す。たとえば、市場シェアの拡大

を重視する戦略は、市場が成長する場合において、利益をともなった成長が実現されるた

め長期成長志向の戦略であるといえる（加護野他, 1983, 24-25 頁）。実際に小田切（1989）

が行った日本企業にかかわる回帰分析によると、市場シェアが高いほど利益率が高くなる

ことが確認されている。 

長期成長志向の経営戦略は、資本主義企業に普遍的である（Marris, 1964, p.10）。しかし

ながら、日本企業の場合は日本的雇用・人事慣行と相互作用すること17によって、資源蓄積

ダイナミクスを生み出していた。ここでの雇用・人事慣行は、年功賃金や終身雇用、配置

転換を議論する18。年功賃金とは、年齢給や生活給など一定年齢まで勤続年数と比例して高

まる賃金制度を指す。終身雇用とは、長期継続的な雇用関係であり、入社してから退職す

るまで同一企業グループ内で雇用される慣行を指す。配置転換とは、企業グループ内での

職務や職種の転換を指す。 

先行諸研究によると、年功賃金と終身雇用は、相互補完的であることが指摘されている

（今井・小宮, 1989: Itoh, 1994: 加護野・小林, 1988: Porter et al., 2000）19。年功賃金の

もとでは、従業員に支払われる賃金は勤続年数とともに増加する。その一方で、従業員の

生産性は、若年期に急増するが、その後は停滞する。従業員は、ある一定の勤続年数を経

                                                   
16 ただし、日本企業の成長と国際競争力には、十分な利益率がともなっていないことが指

摘されている（藤原, 2004: 橋本, 2002: 三品, 2004）。 
17 取引関係や統治構造が長期成長志向の経営戦略を促進していたという先行研究もある

（淺羽, 2002: 菊谷, 2002: 宮島, 2002）。いずれにしても、日本的な要因と相互作用するこ

とによって、日本企業の長期成長志向の経営戦略は異質なものとして発展した（Aoki and 

Dore, 1994: 淺羽, 2008）。 
18 一般的には、配置転換ではなく、企業別労働組合が日本的経営慣行として指摘される（今

井・小宮, 1989: Itoh, 1994）。しかし、本章では資源の蓄積と活用にかかわる論点として、

企業別労働組合ではなく、配置転換に着目する。 
19 年功賃金と終身雇用が相互補完的に機能することによって、従業員が企業の利害と自己

の利害を同一視する傾向が生まれる（小田切, 1992, 112 頁）。 
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過するまでは、生産性以下の賃金を支払われる。しかし、ある一定の勤続年数を経過する

ことによって、生産性以上の賃金が支払われるのである。このような年功賃金と生産性の

乖離を従業員が許容するのは、終身雇用を前提とするからである。なぜなら、終身雇用を

前提としなければ、勤続年数が短く生産性の高い従業員は、より良い労働条件を求めて転

職行動を起こすからである（加護野・小林, 1988, 221-223 頁）20。このような年功賃金と

生産性の関係を図示したものが図 1-1 である。 

年功賃金と終身雇用を維持するためには、企業が成長し続けなければならない。企業成

長が止まったにもかかわらず、年功賃金と終身雇用を維持するならば、定年による従業員

の自然減と学卒採用を抑制することによりコストを削減しようとする。しかし、学卒採用

が停滞すると、高い生産性でありながら低い賃金で働く従業員の比率が低下する。こうし

た状況が継続すると、相対的に低い生産性でありながら高い賃金で働く従業員の比率が高

くなることで企業の競争力はさらに低下するのである。 

 

図 1-1 年功賃金・終身雇用下における労働生産性と賃金 

 

典拠: 加護野・小林 (1988), 222 頁, 図 9-3 に筆者加筆 

 

                                                   
20 加護野・小林（1988）の仮説は、川口他（2007）によって実証されている。川口他（2007）

によると、図 1-1 の賃金曲線と生産性曲線の交点は、産業によって異なるが平均して勤続年

数 18-24 年であることが指摘されている。 
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1970 年代後半以降の日本企業は、旺盛な国内需要に支えられ成長を続けることができた。

それに加えて、高い国際競争力を備えていたのが当時の日本企業であった。企業の成長と

年功賃金・終身雇用について加護野・小林（1988）は、成長の経済性が働いていたと指摘

している。企業が成長を続ける限り、従業員における若年層の割合が増加するため、従業

員の平均賃金が平均生産性を下回り続ける。つまり、企業成長は賃金負担を軽減させるこ

とによって、製品の価格競争力を強化させた。その結果、内部資金が潤沢に蓄積されるこ

とで21、さらなる企業成長を支えたのである（加護野・小林, 1988, 227 頁）。 

年功賃金と終身雇用は、生産性と賃金の乖離による経済性だけではなく、従業員の学習

を促進することによって、企業の競争力に貢献する。年功賃金と終身雇用のもとでは、従

業員は長期的に雇用されており、従業員間の競争は長期の競争となり、従業員は継続的に

学習するインセンティブを与えられる（小池, 1994, 28-34 頁）。 

従業員の学習は、単一職務における専門性を追求するものではない。従業員は配置転換

によって、さまざまな職務を経験することにより学習を進める。さまざまな職務を経験す

ることは、従業員間の情報交換を効率的にする。効率的な情報交換は、組織内での情報共

有と蓄積を推進することによって、組織的知識創造能力を高める（今井・小宮, 1989: Nonaka 

and Takeuchi, 1994）22。特に 1980 年代以降、頻繁に行われるようになった技術者の事業

部に対する配置転換は、イノベーションの創出を加速させた（Kusunoki and Numagami, 

1998: 鈴木, 2000）23。 

 

2) 企業成長と資源蓄積ダイナミクス 

年功賃金と終身雇用に支えられた企業成長は、技術関連多角化戦略を促進した。企業内

の競争を通じて学習した従業員を有効活用するためには、類似した技術を活用できる技術

関連多角化戦略が最適であった（Porter et al., 2000, p.75 邦訳 111 頁）24。日本企業は 1970

年代後半から 1990 年代前半にかけて技術関連多角化戦略を進めることによって、成長を遂

                                                   
21 利益が配当等で企業外に分配されるのではなく、内部資金として蓄積されるのは、当時

の日本企業における企業統治の特徴である（橋本, 1996: 宮島, 2004）。 
22 配置転換を経た学習内容は、次第に企業特殊的になる傾向がある。その結果として、従

業員の転職行動が困難となる（今井・小宮, 1989: 加護野・小林, 1988）。 
23 ただし、入社後間もないキャリアの初期段階で配置転換を行うと、イノベーションに対

してマイナスに作用することが報告されている（青島, 2005） 
24 Colpan and Hikino（2005）は、市場の成長をともなう好況期には、どのような多角化

戦略も業績にプラスの影響を与えること実証している。ただし、不況期には技術非関連多

角化戦略は業績にマイナスの影響を与える。 
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げたのである（Fukui and Ushijima, 2007: 岩崎・大月, 2002: 吉原他, 1981）25。 

年功賃金と終身雇用による組織の学習は、技術関連多角化によってさらに促進される。

その学習には、3 つの経路が考えられる。第一に、技術関連多角化戦略を遂行する過程での

学習である。ここでは、どのような業務を自社で担い、どのような業務をアウトソースす

るのかにかかわる仕組み設計が重要となる（伊丹, 2003）26。第二に、既存の資源蓄積を応

用する際の学習である。同一の経営資源であったとしても、新しい事業環境に直面するこ

とにより資源の用途は変化する（Penrose, 1995）。第三に、既存の技術戦略を応用する際の

学習である。ここでは、技術者が研究開発部門から事業部に配置転換されること、あるい

は事業部間で配置転換されることが想定されている。実際に技術を活用する際に応用開発

が進むことで学習が深まる（Kusunoki and Numagami, 1998: 鈴木, 2000）。 

従業員が学習することによって、動態的な経営戦略を策定することが可能となる。通常

の戦略策定は、現在の資源蓄積と適合する事業領域を選択することが肝要となる静態的な

ものである（Hofer and Schendel, 1978: 伊丹, 2003）27。これに対して動態的な経営戦略

は、現在の資源蓄積と部分的に適合しない事業領域を選択することが肝要となる。資源蓄

積の裏付けを多少欠いている状況は、組織に緊張感を生じさせる28。資源蓄積が不足してい

ることは明らかな競争劣位となるため、事業を存続させるためにも組織の学習が加速度的

に促されるのである。加えて、実際に事業に参入していることにより、これから蓄積すべ

き資源が明確になっている。つまり、動態的な経営戦略は、組織の学習を促進させること

によって資源蓄積を加速させる。その結果として得られた資源蓄積が事業領域と適合して

いるのである（伊丹, 2003, 352-370 頁）。このように組織の学習による資源蓄積を基に動態

性が生まれるため、資源蓄積ダイナミクスと呼ばれている（藤原, 2008: 軽部, 2004）。3 つ

の学習経路と資源蓄積ダイナミクスの関係は、図 1-2 に示されている。 

                                                   
25 高度成長期の日本企業には、資源蓄積ダイナミクスを体現した多くの事例があったこと

が指摘されている（伊丹, 2003, 368-369 頁: 軽部, 2008, 120 頁）。 
26 伊丹（2003）は、業務副次ルートによる蓄積と呼んでいる。 
27 一般的な静態的適合戦略の策定プロセスには、蓄積された資源をどのように活用するの

かという視点と、将来のことを考慮したうえで新たな資源をどのように蓄積するのかとい

う視点がある。戦略策定を静態的にとらえると、2 つの視点は戦略策定の際に生じるトレー

ドオフとなる（伊丹・加護野, 2003, 30 頁）。このような資源活用と資源蓄積のトレードオ

フに対して沼上（2008）は、次のような実務家の議論を紹介している。「競争のための開発

ばかりで、長期を見越した研究の遊び金がなくなった。（中略）これでは将来が危うい」（沼

上, 2008, 56 頁）。 
28 伊丹（2003）は、創造的緊張と呼んでいる。 
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図 1-2 資源蓄積ダイナミクス 

 

典拠: 伊丹 (2003), 306 頁, 図 8-1 及び沼上 (2008), 55 頁, 図 1-9 を参考に筆者作成 

 

3. 資源蓄積ダイナミクスの機能不全メカニズム 

1991 年のバブルの崩壊以降、日本企業にかかわる経営環境上の変化が立て続けに生じた。

1997 年の銀行危機、2001 年の IT バブルの崩壊、2008 年のリーマン・ショックなどであ

る（橋本他, 2011）。この間に日本企業の業績悪化と国内市場の成熟化が進んだと指摘され

ている（橋本他, 2011: 宮島, 2002）。 

日本企業の業績悪化は、2 つの経路で資源蓄積ダイナミクスに影響を与えた。業績悪化に

よる第一の影響は、雇用・人事慣行に与える影響である。前述されたように、日本企業の

成長には雇用・人事慣行が密接に関係している。企業成長が止まると、定年による従業員

の自然減と学卒採用の抑制によるコストを削減を目指す。しかしながら、学卒採用が停滞

すると、高い生産性でありながら低い賃金で働く若年層従業員の比率が低下する。結果的

に、生産性を上回る賃金で働く高年層従業員の比率が高くなることにより、企業の競争力
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はさらに低下する。 

日本企業は、このような競争力の低下を最小限に抑えるために、高年層従業員を対象に

した早期希望退職制度を活用することによって従業員数を削減した（伊藤他 , 2008: 

Jackson, 2007）29。長期雇用の慣行が崩れることは、年功賃金の慣行を維持することが困

難になるだけではなく、従業員の学習誘因に負の影響を与える。企業内で学習を深めても

解雇される恐れがあり、かつ企業内での学習は転職の際に必ずしも優位に働かないからで

ある（濱秋他, 2011: 小池, 1994）30。 

業績悪化による第二の影響は、日本企業の株価が適正価格となることによって外国人株

主が増加したことである（Colpan et al., 2007）。外国人株主は 1990 年から一貫して増加し

ており、「選択と集中」を促進させた（青木, 2008: Colpan et al., 2011）。「選択と集中」は、

非採算事業からの撤退と中核事業に対する投資の拡大という二面性を持っている。この二

面性のために「選択と集中」は、一定の経営的成果を達成し、一般的には高評価されてい

る（菊谷・齋藤, 2006: Kikutani et al. 2007: 上野, 2011）31。ところが、上野（2011）は

「選択と集中」によって業績を改善させた企業の多くが再び業績を悪化させていることを

指摘し、次のような議論を展開している。「利益の出ない事業から撤退し、競争力のある事

業へその資源を集中することによって、利益を追求する。その結果、環境の変化に対する

適応力を失ってしまった」（上野, 2011, 8-9 頁）。この点については、研究開発組織に着目す

る必要がある。 

「選択と集中」の議論において、植村（2004）は技術者や研究開発組織に着目した議論

を行っている。植村（2004）は、電機産業や機械産業に所属する 155 企業に質問票調査を

実施している。植村（2004）の質問票調査は、「選択と集中」によって 47.7%の企業で製品

開発・設計職が不足していることを明らかにした。質問票によると、製品開発・設計職が

不足している理由としては、「事業の拡大または新規参入」が最も大きな要因となっている

（植村, 2004, 122-125 頁）。つまり、「選択と集中」は、事業数に着目すると非採算事業か

らの撤退と中核事業に対する投資の拡大という二面性によって、一概に事業数が減少した

                                                   
29 伊藤他（2008）によると、1998 年から 2004 年にかけて上場企業で 726 回の希望退職が

実施されていたことが指摘されている。 
30 ただし、日本銀行調査統計局（2010）は日本的雇用・人事慣行は変化しつつあるが、大

枠としての変更は見られないと指摘している。 
31 青木（2008）は、高業績企業が先立って「選択と集中」を実施したことを指摘している。

「選択と集中」は業績悪化に対する戦略的対応というよりも、むしろ中核事業の競争力を

強化するための能動的戦略としての側面を持っていたのである（青木, 2008, 116-117 頁）。 
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わけではない（菊谷・齋藤, 2006: Kikutani et al. 2007: 上野, 2011）。その一方で技術者に

着目すると、非採算事業からの撤退と中核事業に対する投資の拡大によって、技術者が不

足するようになったのである。この点については植村（2004）は、「選択と集中」の際に配

置転換があまり行われなかったことを指摘している。それは、中高年層にとって現在の技

術領域と異なる新たな技術領域での学習が困難となるからである（植村, 2004, 135-136 頁）。

したがって、非採算事業にかかわる技術者は配置転換されることなく、退職を余儀なくさ

れたのである。また、製品開発・設計職については、5 年後も内部育成型を維持すると回答

した企業が 81.9%に上ることから、技術者の不足はしばらく解消されないという見通しを

提示している（植村, 2004, 140 頁）。 

ここまでの議論を整理したものが図 1-3 である。1990 年代から始まる経営環境の変化は、

企業の業績悪化と、環境変化に対する能動的戦略としての「選択と集中」を促進した。企

業の業績悪化は、雇用・人事慣行の変化をもたらした。また、業績悪化にともなう株価の

低下によって、外国人株主が増加した。外国人株主は、中核事業に対する投資を促す「選

択と集中」に対する取り組みを促進した。以上の変化により、資源蓄積ダイナミクスの前

提が変化することで、資源蓄積ダイナミクスは機能不全となったのである32。 

 

図 1-3 資源蓄積ダイナミクスの機能不全メカニズム 

 

典拠: 筆者作成 

 

4. 企業グループ・シナジーとオープン・イノベーション 

機能不全となった資源蓄積ダイナミクスに代わる成長戦略として、企業グループ・シナ

ジーを採用する日本企業が増加している。それは、企業グループ内に蓄積された経営資源

を有効に活用するためである（團, 2013: 松崎, 2013: 丹羽, 2006: 西野, 2010: 田尾, 2008）。

                                                   
32 軽部（2008）や三品（2004）は、経営者の在任期間の短期化にともなう戦略構想力の低

下を指摘している。 
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その背後には、日本企業の研究開発効率性の低下がある（蜂谷, 2005: 榊原・辻本, 2003）。

つまり、既存の資源蓄積を効率的に活用するため、経営戦略の焦点が蓄積から活用に移り

変わったのである。 

企業グループ・シナジーを追求する背後には、親会社と事業子会社間の技術関連多角化

の関係がある（Shiba and Shimotani, 1997）。企業グループ内に「利用できそうな技術」

が存在することにより、戦略策定の際に企業グループ・シナジーの効果に対する期待が高

まるからである（中園, 2013: 武石他, 2012）。「利用できそうな技術」とは、求める技術ニ

ーズに対して関連した技術であるため、共同研究や応用開発にシナジー効果33が生まれるだ

ろうと想定される技術を指す34。このような期待に加えて、企業グループ・シナジーでは既

知のメンバーとの協働になるため、技術探索のコストが削減され、かつ信頼形成が容易に

なる（Goto, 1982: Milgrom and Roberts, 1992）。したがって、不特定な外部との協働を行

うオープン・イノベーションではなく、企業グループ・シナジーを推進すべきという議論

がある（西野, 2010: 丹羽, 2006）35。 

実際に、小田切・中村（2007）が行った知的財産活動調査の分析によると、事業子会社

は親会社や他の事業子会社からの技術導入が多くなることを示唆している（小田切・中村, 

2007, 221 頁）。また、長谷川他（2011）が行った平成 22 年度民間企業の研究活動に関する

調査における外部支出研究費36の分析によると、外部支出研究費総額の 4 割強が企業グルー

プ内に支出されていることが明らかにされた（長谷川他, 2011, 459 頁）。 

このように、日本企業では企業グループ・シナジーが優位性を持つという議論がある一

方で、日本企業でもオープン・イノベーションが優位性を持つという議論もある37。 

たとえば、Hoetker（2012）は、日本企業に蓄積された技術能力を評価することによって、

オープン・イノベーションの対象として十分に魅力的となることを指摘している。他の主

                                                   
33 加護野（1989）は、このようなシナジー効果を「事後のシナジー」と呼んでいる。事後

のシナジーとは、多角化後に既存事業と多角化事業の間に生じるシナジー効果を指す。そ

れに対して、事前のシナジーとは、多角化する前に、既存事業と多角化事業の間に生じる

だろうと判断されるシナジー効果を指す。 
34 O’Grady and Lane（1996）は、「似ているという思い込み」から生じる問題を指摘して

いる。 
35 西野（2010）は、「クローズド・オープン・イノベーション」と呼び、丹羽（2006）は、

「セミ・オープン・イノベーション」と呼んでいる。 
36 社内研究費に対する外部支出研究費の割合は、10.4%である（長谷川他, 2011）。 
37 アメリカでオープン・イノベーションが優位性を持つようになった経緯については

Chesbrough（2003）を参照されたい。 
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要な研究者が指摘する日本企業におけるオープン・イノベーションの必要性については表

1-1 に整理されている38。 

表 1-1 からわかるように、多様な視点からオープン・イノベーションの必要性が指摘され

ている。その本質は内部技術と適当な外部技術を組み合わせることである（Arthur, 2009: 

Schumpeter, 1966）。「利用できそうな技術」ではなく、内部技術と組わせることのできる

「適当な技術」が必要となる。もちろん、「適当な技術」が企業グループ内に蓄積されてい

る場合もある。しかしながら、企業グループ内で探索するよりも企業グループ外で探索し

たほうが、「適当な技術」を発見できる確率は高くなる（Chesbrough, 2003: 金井, 2013: 

Mariotti and Delbridge, 2012: Paananen, 2009）39。日本だけではなく、世界各国で技術

が高度化しつつあることや、企業の国際化が進展したことによって、求める技術を企業グ

ループ外から調達することが容易になりつつあるからである（Badaracco, 1991: 

Chesbrough, 2003: Doz and Hamel, 1998）。 

 

表 1-1 オープン・イノベーションの必要性 

研究者 なぜ日本企業にオープン・イノベーションが必要となるのか 

菊谷（2008） 研究開発のコストを下げるため、研究開発のスピードを上げるため 

榊原他（2011） 研究開発における開発課題の困難さの増大に対処するため 

元橋他（2012） 研究開発のスピードを上げ、研究開発の範囲の拡大に対処するため 

渡部（2012） 知的財産を効率的に活用するため 

小川（2014） 市場の国際化の進展に適応するため 

元橋（2014） 科学技術の進展に適応するため 

典拠: 筆者作成 

 

以上の議論を整理すると、次のようになる。企業グループ・シナジーでは、技術を探索

するコストと信頼形成にかかるコストが削減されている。しかしながら、探索される技術

                                                   
38 日本を代表する経営学者である伊丹敬之と野中郁次郎は、オープン・イノベーションに

対して相反する議論を行っている。オープン・イノベーションについて、伊丹（2009）は

資源蓄積を重視する日本企業には適合的ではないという批判的な議論を展開しているが、

その一方で Nonaka（2014）は知識創造論と関連付けることによって、オープン・イノベ

ーションの重要性を主張している。 
39 オープン・イノベーションの有効性にかかわる先行諸研究は、Berchicci（2013）や Ito and 

Tanaka（2013）、Laursen and Salter（2006）、Paananen（2009）などがある。 
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は、技術ニーズに適合した技術ではなく、「利用できそうな技術」である。すなわち、企業

グループ・シナジーではイノベーションにかかるコスト削減を志向しているのである。そ

の一方で、オープン・イノベーションでは、利用可能な外部技術が増加することによって、

技術ニーズに適合する外部技術を広範に探索する。これは外部技術の探索コストが増加す

ることを意味している。すなわち、オープン・イノベーションではイノベーションによっ

て生まれる技術的成果の最大化を志向しているのである。内部で技術を開発するのではな

く、外部から技術を調達するという意味では共通しているが、それぞれの強調する点が異

なっているのである。 

企業グループ・シナジーとオープン・イノベーションには、もうひとつ共通した要素が

ある。それは、内部技術と外部技術を組み合わせる能力の重要性である。内部技術と外部

技術を組み合わせるためには、内部技術に精通しており、かつ技術的専門性に基づいて外

部技術を活用する重層的な組織能力が必要である（Berchicci, 2013: Chesbrough, 2003: 永

田, 2009: 中園, 2014）。このような組織能力は、どうすれば構築できるのであろうか。これ

を明らかにすることが、次章以降に課された問題である。 
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第2章  オープン・イノベーションにおける 

研究開発組織の分化と統合 

-技術探索組織と技術活用組織- 

 

1. はじめに 

本章の目的は、事例分析に先立つ分析枠組みを導出することである。本章では、研究開

発組織の分化を理論的に位置づけることを確認し、分化と統合の分析枠組みを導出する。 

オープン・イノベーションの内部組織マネジメントにかかわる研究として、外部技術の

「吸収能力（absorptive capacity40）」が改めて注目されている（King and Lakhani, 2011: 

Lichtenthaler and Lichtenthaler, 2009: Newey, 2010: Vanhaverbeke et al., 2007）。Cohen 

and Levinthal（1990）によると、吸収能力は研究開発における副産物であり、「外部技術

の価値を認識することによって、それを導入し、事業化に応用する能力」と定義されてい

る（Cohen and Levinthal, 1990, p.128）。本章では、吸収能力にかかわる先行諸研究を整

理することにより、吸収能力の構成要素を確認する。 

先行諸研究を整理すると、吸収能力は外部技術の探索能力と活用能力によって構成され

ており、それらはジレンマ関係にあることが明らかになる。探索能力と活用能力のジレン

マが存在することによって、技術探索組織の設置はジレンマの解消に向けた研究開発組織

の分化として理論的に位置づけることが可能となる。分化した組織が適切に機能するため

には、組織間の統合が求められる（Lawrence and Lorsch, 1967）。本章は、技術探索組織

と技術活用組織の統合メカニズムを検討することによって、事例分析の分析枠組みを導出

する。 

本章は以下のように構成される。2 節では、オープン・イノベーションにかかわる内部組

織の研究として吸収能力について整理する。3 節では、吸収能力における探索能力と活用能

力のジレンマ関係を指摘し、研究開発組織の分化を理論的に位置づける。4 節では、統合メ

カニズムにかかわる先行諸研究を整理することによって、分化と統合の分析枠組みを導出

する。 

 

                                                   
40 「能力」にかかわる用語法として、1980 年代から 1990 年代初頭にかけては、「capacity」

や「competence」が広く用いられていたが、1990 年代の後半以降は、「capability」を用い

ることが一般的となった（網倉, 2013, 197 頁） 
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2. オープン・イノベーションと吸収能力 

オープン・イノベーション研究では、外部との関係にかかわる先行研究が豊富に蓄積さ

れている（Bahemia and Squire, 2010: Buganza et al., 2011: Gassman et al., 2010: 

Huizingh, 2010: Laursen and Salter, 2006: Lichtenthaler, 2010: Tidd, 2014: Trott and 

Hartmann, 2009: Wikhamn, 2013）。しかしオープン・イノベーションの遂行には、外部

組織との関係だけではなく、外部技術を利用するための内部組織もまた重要となる

（Chesbough, 2003）。オープン・イノベーションの内部組織については、Cohen and 

Levinthal（1990）が提唱した外部技術の吸収能力に着目した議論が展開されている

（Chesbrough, 2003: Clausen, 2013）。 

Cohen and Levinthal（1990）は、吸収能力を高めるためには研究開発能力を高める必要

があると主張している。なぜなら外部技術の価値を正しく認識するためには、関連技術を

内部に蓄積する必要があるからである。内部技術と関連する外部技術を吸収するという議

論は、Mowery et al.（1996）や Lane and Lubatkin（1998）、Lane et al.（2006）に引き

継がれることにより、内部技術と外部技術にかかわる技術的関連性が吸収能力の正の影響

を与えることが実証されている。 

ところが、Cohen and Levinthal（1990）などの議論では、外部技術を正しく認識するこ

とができれば、そのまま外部技術を利用できるという前提に立っている。こうした前提に

異を唱えたのが、Van den Bosch et al.（1999）である。Van den Bosch et al.（1999）は、

Kogut and Zander（1992）が提唱した組み合わせ能力（combinative capabilities）を参考

にすることによって、外部技術を利用する際の内部技術と外部技術を組み合わせる能力の

重要性を指摘した。このような内部組織の組織能力については、Draulans et al.（2003）

や Zollo et al.（2002）、Singh et al.（2007）に引き継がれている。 

外部技術の吸収能力にかかわる2つの研究系譜を整理したZahra and George（2002）は、

吸収能力が次の4つの下位能力で構成されていることを指摘している。4つの下位能力とは、

①獲得（acquisition）、②同化（assimilation）、③変換（transformation）、④活用（exploitation）

である。獲得能力とは、外部技術の正しい価値を認識し、それを導入する能力である。同

化能力とは、外部技術を内部組織の文脈で解釈する能力である。変換能力とは、内部技術

と外部技術を組み合わせる能力である。活用能力とは、組み合わされた技術で事業化を遂

行する能力である（Zahra and George, 2002, pp.189-190）。 

Zahra and George（2002）は、獲得能力と同化能力は直接的には競争優位に対して貢献
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しないという意味から、2 つの能力を潜在的吸収能力（potential absorptive capacity）と

呼び、変換能力と活用能力はその成果によって競争優位に貢献するという意味から、顕在

化吸収能力（realized absorptive capacity）と呼ぶことで区分している（Zahra and George, 

2002, pp.190-191）。本研究では、各組織能力の具体的活動に着目することによって、潜在

的吸収能力を技術探索能力と呼び、顕在化吸収能力を技術活用能力と呼ぶ。 

 

3. 探索能力と活用能力のジレンマによる研究開発組織の分化 

1) 探索能力と活用能力のジレンマ 

オープン・イノベーションにおける内部組織マネジメントについて議論するためには、

技術探索能力と技術活用能力の関係性に着目する必要がある。March（1991）の主張以降、

探索能力と活用能力の間にはジレンマ関係があることが認識されている。活用能力は、既

存の研究開発プロセスを効果的に遂行する能力であるため、これまでの組織学習の延長上

にある。その一方で探索能力は既存の研究開発プロセスとは異なる能力であり、これまで

の組織学習の延長線上にない能力である。既存の組織学習は、経路依存的に学習内容の深

化を促進するため、学習内容の大きな変化をともなう新しい組織学習を拒むのである

（Crossan et al., 1999: Levinthal and March, 1993: March, 1991）41。 

以下、本節では March（1991）以後の実証的研究を整理することによって、探索能力と

活用能力のジレンマ関係を再確認する。 

はじめに、Song and Shin（2008）は、半導体産業にかかわる国際的な特許データの分析

によって、技術蓄積の度合いが外部技術の利用に与える影響を実証している。十分に技術

資源を蓄積していた企業は、高い活用能力を保有しているにもかかわらず、外部技術の利

用は減少する。その一方で技術資源の蓄積が十分でない企業は、外部技術の利用が増加す

る。ところが、技術資源の蓄積が十分でない企業は、外部技術の活用能力が低いために、

外部技術の技術力が高まるにつれて利用数が減少する。技術資源の蓄積が十分でない企業

は、技術蓄積を進めることによって活用能力を高めようとするが、活用能力の増加にとも

なって外部技術の利用は減少するのである。 

次に、太田・元橋（2011）は、キヤノンと日立ソフトの DNA チップ技術にかかわる特許

データの分析によって、技術資源の蓄積が研究開発戦略の選択に与える影響を実証してい

                                                   
41 技術探索と技術活用にかかわる最適なバランスの探求については、鈴木（2012, 2014）

や Suzuki and Methe（2014）、Tushman et al.（2010）を参照されたい。 



22 

 

る。十分に技術資源を蓄積していたキヤノンは技術活用戦略を選択している。キヤノンは

DNA チップ事業に参入する際に、インクジェット技術の転用を想定していたからである。

キヤノンのインクジェット技術は、同社のコア技術に位置づけられており、それを応用展

開することで技術的シナジー効果の創出を意図していたのである。その一方で技術蓄積が

十分でない日立ソフトは技術探索戦略を選択している。日立ソフトは DNA チップ事業に参

入する際に、技術者の採用を行い、かつ外部組織との連携を深める戦略を採用したのであ

る。太田・元橋（2011）は、このとき日立ソフトの内部技術と外部技術を組み合わせる能

力が高いことを強調している。 

Song and Shin（2008）と太田・元橋（2011）の議論を整理すると、探索能力と活用能

力は、ジレンマ関係となっていることがわかる。March（1991）が指摘したように、技術

の蓄積があると技術活用を優先する傾向がある。これは、技術蓄積があるにもかかわらず、

外部技術の探索を行うことは、既存の技術蓄積を否定することになりかねないからである42。 

 

2) 研究開発組織の分化 

吸収能力には、研究開発能力に対して相反する関係を持つ下位能力が含まれていること

が明らかにされた。先行諸研究では技術探索と技術活用が同一の研究開発組織によって遂

行されることを想定していたからである43。 

ところが、序章で紹介されたように近年では技術探索機能を研究開発組織から分化する

事象が観察されている。既存の組織プロセスから切り離すことによって、自由な活動を促

進するためである（Christensen, 1997: Goold and Campbell, 2002: Raisch et al., 2009）。

このように分化した組織を技術探索組織と呼ぶ。研究開発組織には、既存の研究開発能力

と技術活用能力が残るため、技術活用組織と呼ぶ。 

企業外部との接点となる技術探索組織は、不確実性の高い環境に直面するため、既存の

組織構造とは異なる独立的な組織構造が必要となる（Burns and Stalker, 1961: Goold and 

Campbell, 2002: 楠木, 2001）。ここで想定されている関係は、技術探索組織と外部との関

係である。しかしながら、技術探索組織は企業内部の技術活用組織に依存している。なぜ

なら、探索された技術は技術活用組織に利用されることで初めて組織的な成果となるから

                                                   
42 技術資源の蓄積にかかわる負の側面については、生稲（2012）や高（2006）、Nakazono 

et al.（2014）を参照されたい。 
43 このとき、技術探索の具体的な役割としては、技術渉外などのスタッフ的機能に限定さ

れることが多い。 
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である。技術探索組織は、単に外部との関係を想定した独立的な組織構造とすればよいの

ではなく、企業内部での調整が必要であり、その統合メカニズムが組織設計において重要

となる（Lawrence and Lorsch, 1967）。 

その一方で技術活用組織には、技術探索組織から外部技術を提供されることによって、

既に蓄積している内部技術が代替される可能性が存在している。内部技術が外部技術に代

替されるということは、技術者の雇用にかかわる問題となる（Chesbrough, 2006）。そもそ

も、技術活用組織は、技術探索組織を利用せずとも技術開発を進めることができる。技術

者は、自らの専門能力を生かした仕事を成し遂げたいというキャリア志向があるため（永

田・小林, 2002, 147 頁）、あえて外部技術を利用しようというインセンティブは存在しない。

技術活用組織は、技術開発において独立した組織であるため、技術探索組織に依存する必

要がない。すなわち、技術探索組織と技術活用組織にはジレンマ関係が引き継がれている

のである。 

 

4. 技術探索組織と技術活用組織の統合メカニズム 

技術探索組織と技術活用組織の関係において、技術探索組織が抱える構造的な問題は、

次の 2 点に集約できる。第一に、一方的な依存関係は組織間関係に非対称的なパワー関係

をもたらすことである（Pfeffer and Salancik, 1978）。技術探索組織は、技術活用組織に依

存しており、パワー関係で劣位となる。第二に、新設組織であるために組織能力の蓄積が

不足していることによって、企業内部での資源獲得競争で劣位となることである（March 

and Simon, 1993: Tripsas, 2009。こうした問題に対して、技術探索組織は学習による組織

能力の蓄積によって、パワーを獲得しようとする（Pfeffer, 1992）。技術探索組織はいかな

る組織能力を、どのように蓄積するのだろうか。 

経営戦略の視点から外部技術の利用によるメリットの議論は多いが、実際に外部技術を

利用する技術活用組織にとってのメリットについては議論されていない。むしろ、技術活

用組織にとってはデメリットが存在することが指摘されている（Chesbrough, 2006）。経営

層と技術活用組織の間に利益背反が存在することは、外部技術の利用に対するモチベーシ

ョンの相違を生み出す。このようなモチベーションの相違は、外部技術の利用を妨げる要

因のひとつとなる（Doz, 1988）。技術活用組織が外部技術を利用するためには、いかなる

モチベーションを必要とするのだろうか。そのモチベーションはどのように得られるのか

明らかにする必要がある。 



24 

 

組織の分化にともなう問題は、統合による解決が求められる（Lawrence and Lorsch, 

1967: O’Reilly and Tushman, 2008）。ここでの統合とは、「活動の統一を求められる諸部門

の間に存在する協働状態の質」と定義される（Lawrence and Lorsch, 1967, p.11 邦訳 14

頁）。 

統合のためには、部門横断的組織を設置することや統合担当者を設置することが重要で

ある（Lawrence and Lorsch, 1967）。部門横断的組織の設置は、組織の枠を越えたコミュ

ニケーションを促進するために必要なものである（網倉, 1992, 141 頁）。なぜなら、組織の

枠を越えたコミュニケーションは、組織間の調整に協力し合う組織文化を生み出すからで

ある。各部門の利益よりも、企業利益や顧客利益を上位に置く組織文化や組織間関係は統

合の基礎となる（鈴木, 2009, 4 頁）。このような部門間コミュニケーションについて網倉

（1992）は、従業員の主観的認識が「われ」と「かれ」の関係から「われわれ」の関係に

変質するプロセスであると指摘している（網倉, 1992, 141 頁）。 

統合のための主要なメカニズムは、統合担当者によってもたらされる。ここでの統合担

当者は、内部組織の調整だけではなく、外部組織との調整を担う必要があるためにアライ

アンス・マネジャー44と呼ばれる（中本, 2013b: Speckman et al., 1998）。中本（2013b）

によると、アライアンス・マネジャーによる具体的な調整活動は、①提携相手への提案の

ための社内関連部門調整、②提携の大きなミッションを設定する、③提携のスケジュール

を管理する、主要なイベントを実施する、④社内関係部門への提携内容の教育ならびに提

携の社内トレーニング、⑤提携相手との関係改善のための健康度調査45を実施する、⑥提携

契約書の改善を提案することである（中本, 2013b, 119-120 頁）。このような幅広い活動を

行うためには、経営層による後ろ盾が重要となる（Lawrence and Lorsch, 1967, pp.119-120 

邦訳 142-143 頁: 中本, 2013b, 116 頁）46。 

アライアンス・マネジャーには、経営層による後ろ盾だけではなく、内的統合能力が必

要になる。具体的には、技術的専門能力と近接領域及び他領域での比較的幅広い知識や経

                                                   
44 アライアンス・マネジャーとプロダクト・マネジャーの違いについて中本（2014）は、

Clark and Fujimoto（1991）の主張するプロダクト・マネジャーの機能と一部重複してい

ることを認めながらも、アライアンス・マネジャーの関与する範囲がプロダクト・マネジ

ャーよりも広いことを指摘している。 
45 提携業務にかかわる問題やとまどい、苛立ちについての調査を指す（中本, 2013b, 120

頁）。 
46 日本企業におけるアライアンス・マネジャーには、多くの場合で公式的な権限が付与さ

れていないため、後ろ盾という支援形態になる（中本, 2013b, 111 頁）。 
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験である（鈴木, 2009, 4 頁）47。アライアンス・マネジャーによる統合は、複数組織にか

かわっているため、関連する知識や経験が必要となる。このような知識や経験と技術的専

門能力によって、アライアンス・マネジャーは統合を推進する。経営層による後ろ盾は統

合に直接かかわるのではなく、統合を担当するアライアンス・マネジャーに対して活動の

正当性を付与するためのものである。 

以上の議論を踏まえ、本研究で展開する分析枠組みを整理したものが、図 2-1 である。図

2-1 の①～③は、問題設定に対応しており、①技術探索組織がどのような組織能力を蓄積し、

それによって技術活用組織にどのような影響を与えるのか明らかにする。②既存の研究開

発プロセスでは独立した組織である技術活用組織が、技術探索組織を利用する要因は何か

明らかにする。③技術探索組織と技術活用組織はどのように統合されているのか明らかに

する。次章以降では、この分析枠組みに沿って事例を考察する。 

 

図 2-1 研究開発組織の分化と統合の枠組み 

 

典拠: 中本 (2013a), 139 頁, 図 2 を参考に筆者作成 

  

                                                   
47 中本（2013b）は、コミュニケーション能力の高い営業経験者がアライアンス・マネジ

ャーとなった事例を取り上げることによって、技術的専門能力の重要性を強調している。 
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第3章  オープン・イノベーションの機能不全メカニズム 

-パナソニックの事例- 

 

1. はじめに 

本章の目的は、なぜパナソニック48はオープン・イノベーションを首尾良く遂行すること

ができなかったのか検討することにある。本章では、パナソニックが推進した外部技術の

探索と活用にかかわる 2 つの事例を取り上げることによって、この課題を考察する。 

パナソニックは、オープン・イノベーションに向けた諸組織を設置し、専属スタッフを

配置している（元橋他, 2012）。しかしながら、その成果は十分に出ていない（星, 2008）。

パナソニックはオープン・イノベーション戦略に適合する技術探索組織を設置したにもか

かわらず、なぜオープン・イノベーションを首尾良く遂行することができなかったのであ

ろうか。本章では第 2 章で示された技術探索組織と技術活用組織に着目する分析枠組みに

従い、オープン・イノベーションの機能不全メカニズムを考察する。 

本章の結論を先取りすると、パナソニックが推進した外部技術の探索と活用にかかわる 2

つの事例分析によって、同社は、オープン・イノベーションを遂行するうえで適切な技術

探索組織の職務設計と技術活用組織における自前主義の改革が行われていなかったことが

明らかにされる。分業と調整の仕組みに齟齬をきたすことにより、技術探索組織が機能不

全となっていたのである。具体的には、①技術活用組織は外部技術を利用するインセンテ

ィブを持たず、むしろ内部技術の活用を促進する研究開発戦略が採用されていた、②技術

探索組織と技術活用組織を調整する上位組織が存在せず、技術活用組織寄りの意思決定が

行われていた、③上位組織が存在した場合でも建設的な調整が行われず、技術活用組織寄

りの偏った調整が行われていた、④技術探索組織に役割の二重性があることによって、外

部技術の探索に対して資源配分が優先されなかったことである。 

本章は以下のように構成される。2 節では、パナソニックのオープン・イノベーションに

対する取り組みを記述する。3 節では、パナソニックの事例を考察することによって、技術

探索組織と技術活用組織の相互作用によるオープン・イノベーションの機能不全メカニズ

ムを検討する。4 節では、本章の結論と残された課題について示す。 

                                                   
48 パナソニックはかつての「松下電器産業」であり、2008 年に「パナソニック」へと社名

変更した総合エレクトロニクス・メーカーである。本章では、2008 年以前の松下電器産業

時代を含め、表記をパナソニックに統一する。 
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2. パナソニックの研究開発改革とオープン・イノベーションに対応した諸組織 

1) パナソニックの研究開発体制とオープン・イノベーション組織の概要 

本章で扱うパナソニックの事例は、森下洋一（社長在任期間: 1993-2000 年）に続き社長

となった中村邦夫（同: 2000-2006 年）と、その後任である大坪文雄（同: 2006-2012 年）

による事業部経営体制と研究開発体制の改革にかかわるものである。パナソニックは、1933

年に事業部制を採用してから一貫して事業部の自主責任経営体制49を採用している。これは

事業子会社についても同様である。国内需要が拡大する市場においては、それぞれの事業

部が競争することにより、グループ全体としての競争力が高まっていたのである（兒玉, 

2007: 野中他, 2010）。 

ところが、1990 年代後半からエレクトロニクス技術のデジタル化が進むにともない、グ

ループ内での競争による問題点が顕在化するようになった。アナログ技術のもとではグル

ープ内の競争により、技術開発の加速化や生産ラインの改善が実現されパナソニック全体

の競争力に貢献していた（淺羽, 2002: 吉村, 1995）。ところが、デジタル技術のもとでは、

いかに強力なデバイスを開発するかが競争上の焦点となる（寺山, 2005）。そのためには、

グループ内に分散して蓄積されている開発資源を集約化する必要がある。デジタル技術の

開発費用が高騰するなかで、グループ内の競争はそれぞれの疲弊につながり、競争力と業

績を悪化させていたのである（McInerney, 2007: 野中他, 2010）。 

パナソニックでは、デジタル化に適応するため、本社主導でいくつかの改革が既に行わ

れていた50。ところが、当時は松下通信工業や九州松下電器などの事業子会社の業績が良好

であり、本社の施策はグループ全体に強い影響力を持たなかったのである（河合, 1996: 西

口, 2009: 野中他, 2010）。 

2000 年以降、パナソニックは技術変化に適応するためのグループ再編を進めた（兒玉, 

2007: McInerney, 2007: 野中他, 2010）51。2002 年、当時社長の中村は、「グループ企業間

                                                   
49 各事業部は黒字である限り、自由な経営を任されていたのである。製品ライフサイクル

が存在するなかで、各事業部が黒字を維持し続けるためには、新製品の開発が求められた。

そこで各事業部は、有望事業を狙い多角化を進めるようになったのである（兒玉, 2007）。 
50 中村以前の経営改革については河合（1996）や下谷（1998）を参照されたい。 
51 1999 年の商法改正により、株式交換による吸収合併が認められるようになっていたこと

が前提となっている。2001 年、IT バブルの崩壊により事業子会社の時価総額が減額したた

め、グループ統合が実質的に加速した。なお、実質的なグループ統合のプロセスについて

は兒玉（2007）を参照されたい。 
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の事業重複の排除、開発を中心とする経営資源の集中、開発・製造・販売の全機能の統合・

一元化を行うことを基本的な考え方52」としていた。グループ再編の結果、各事業部や各事

業子会社は、図 3-1 に示されたように、ドメイン会社53の傘下に収まった。 

                                                   
52 「松下グループの事業再編について」パナソニック・ニュースリリース 2002 年 4 月 26

日。 
53 ドメイン会社とは、製品分野ごとに分かれていた事業部を、関連する製品分野へまとめ

たものである。たとえば AVC ドメインは、映像機器、音響機器、ネットワークデバイスな

どを担う。 
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図 3-1 パナソニックの企業グループ構造（2012 年当時） 

 

典拠: 兒玉 (2007), 56 頁及び、有価証券報告書（2005-2012）を基に筆者作成 
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企業グループの統合は、グループ内に分散して蓄積されていた技術の統合を促した。パ

ナソニックは本社研究所を「コア技術プラットフォーム」として、ドメイン会社と協働す

る研究開発体制を構築した（兒玉, 2007）。コア技術プラットフォームとは、企業グループ

全体の技術を結集して、各コア技術に分類することによりグループ全体で活用できる技術

基盤を指す。ドメイン会社がコア技術プラットフォームを活用した開発体制を「プラット

フォーム型開発体制」と呼ぶ。分散していた技術を統合することにより、効率的な開発体

制が構築されたのである。（兒玉, 2007: 鈴木, 2008）。 

企業グループの統合は、図 3-2 に示されたように一定の経営的成果を収めたと評価されて

いる（伊丹, 2007: McInerney, 2007）。それまでのパナソニックは、経営に対する基本的な

意思決定権限を事業部や事業子会社に委ねる一方で、研究開発については本社による集権

化と事業部に対する分権化が社長の交代とともに交互に行われていた（河合, 1996: 下谷, 

1998）。中村改革は、グループ・レベルの技術戦略と事業部レベルの技術戦略に一貫性を持

たせることに成功したのである（西口, 2009）。 

ところが、2008 年のリーマンショック以降、パナソニックの業績は図 3-2 に示されたよ

うに再び低迷期に入っている。サムスンや LGなど新たな競合企業の台頭や、先進国市場の

停滞と新興国市場の成長などの環境変化が顕在化したからである。パナソニックは、2012

年から 2 年連続で最終損益に赤字を計上54しており、中村改革の再検討が求められている

（中野, 2014: 関舎, 2012）。 

中村改革は先行諸研究が明らかにしたように、企業グループ・シナジーを遂行すること

が基本的な目的とされていた（中園, 2014: 西口, 2009: 鈴木, 2008）。しかしながら、中村

社長のもとで CTO を務めていた古池は、「国や大学との産学官連携、技術ベンチャリング、

他社企業との技術協業など、開発状況に応じて戦略的に選択して連携すること」が重要に

なっていると指摘している（古池, 2006, 1719 頁）55。同様に中村社長のもとでコーポレー

ト R&D 戦略室室長を務めていた宮部によると、「社内、社外を問わず、オープンに資源を

調達してイノベーションをすすめるオープン・イノベーションが大事になります」と指摘

している（宮部, 2010, 38 頁）。 

 

                                                   
54 「パナソニック 7650 億円赤字、今期も大幅損失、63 年ぶり無配」日本経済新聞 2012

年 11 月 1 日。 
55 服部（2011）は「古池氏は、オープン・イノベーションの重要性を早くから認識」して

いたことを指摘している（服部, 2011, 25 頁）。 
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  図 3-2 パナソニックの連結売上、連結営業利益、連結研究開発費 

 

典拠: 有価証券報告書（1999-2014）を基に筆者作成 
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中村に続いて社長となった大坪に対して、中村は「大坪新社長就任を機にステージが変

わり、技術立社という観点から成長戦略を考えなくてはなりません。自社技術を高めてい

くだけではなく、松下にない技術、知財は買ってでも事業にしていきます。そういった意

味で大坪専務が適材であると考えました」と述べている（長田, 2008, 34 頁）。実際に大坪

のもとで、技術ベンチャリング推進チームは情報発信力を強化し、外部技術を活用するた

めの東京 R&D センターやイノベーション推進センターが設置された。さらに、2009 年に

はアニュアルレポートにてオープン・イノベーションの活用が表明されている56。社長が大

坪に代わることにより、中村時代から重要視されていたオープン・イノベーションの推進

が始まったのである（中園, 2014）。 

ところが、大坪社長のもとでコーポレート R&D戦略室チームリーダーを務めた星は、経

営層が望むほど活発にオープン・イノベーションが行われていなかったことを指摘してい

る（星, 2008, 163-164 頁）。次節以降では、パナソニック関係者に対するインタビューに基

づき、技術ベンチャリング推進チームと東京 R&D センターの事例分析を行う。なお、イン

タビュー調査の詳細は表 3-1 に示されている。2 つの事例分析を通して、オープン・イノベ

ーションの機能不全メカニズムについて検討する。 

 

表 3-1 インタビュー調査の詳細 

インタビュイー 日時 場所 時間 方法 

元本社研究開発技術者 A 2013 年 7 月 8 日 大阪 約 1 時間 半構造化 

元本社研究開発技術者 B 2013 年 9 月 27 日 大阪 約 2 時間 半構造化 

AVC 事業部経営企画室 2013 年 10 月 12 日 京都 約 2 時間 半構造化 

研究開発技術者 2014 年 8 月 26 日 東京 約 1 時間 半構造化 

筆者作成 

 

2) 技術ベンチャリング推進チーム 

パナソニックのベンチャー戦略は、社内ベンチャー戦略と社外ベンチャー戦略に区分で

きる。社内ベンチャー戦略には、パナソニック・スピンアップ・ファンドがある。これは、

パナソニック・グループ内の社員から事業アイデアを募集し、起業を促進する制度である

                                                   
56 「アニュアル・レポート 2009: Our energy will Drive eco Innovation」2014 年 8 月 2 

日閲覧.（http://panasonic.co.jp/ir/reference/annual/2009/pdf/panasonic_ar2009_j.pdf） 

http://panasonic.co.jp/ir/reference/annual/2009/pdf/panasonic_ar2009_j.pdf
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（宮部, 2010）。本章で扱う技術ベンチャリング推進チームは、社外ベンチャー戦略に位置

づけられる。社外ベンチャー戦略とは、社外ベンチャーに投資することによって、新たな

技術を獲得するものである（星, 2008）。コーポレート・ベンチャー・キャピタル（CVC）

投資57とも呼ばれ、技術獲得を目的とする CVC 投資と株式等の売却による収益獲得を目的

とする一般的なポートフォリオ投資とは区別されている（Chesbrough, 2002）。 

1998 年、パナソニックはコーポレート R&D 戦略室に技術ベンチャリング推進チームを

設置した。技術ベンチャリング推進チームは、シリコンバレーに拠点を持つパナソニック・

ベンチャー・グループを傘下に置いている。パナソニック・ベンチャー・グループは、「シ

リコンバレーの活力を取り込んで、新たな価値創造をもたらす新規ビジネス、新製品創出」

を目的としていた58。また、パナソニック・ベンチャー・グループはシリコンバレーという

立地を基に、スタンフォード大学など近辺の大学との産学連携を行っている（樺澤, 2007）。

技術ベンチャリング推進チームとパナソニック・ベンチャー・グループの組織的位置づけ

は図 3-3 に示されている。 

1998 年当時は森下社長の時代であり、戦略的意思決定は森下に集約されていた（立石, 

2001）。しかしながら、技術ベンチャリング推進チームは、社長ではなく技術担当役員が意

思決定を行う仕組みを構築していた。シリコンバレーにおいて社外ベンチャーと交渉を行

う際に、社長の決裁を待っているのでは意思決定のスピードが遅くなるからである（樺澤, 

2007）。 

社外ベンチャーに対する投資プロセスは、2 段階に分かれている。第一に、技術ベンチャ

リング推進チームが、①シリコンバレーのベンチャー・コミュニティから、投資先候補と

なるベンチャー企業を紹介される、②ベンチャー企業の技術とパナソニックの技術を組み

合わせることができるかどうかの判断を行う。第二に、技術ベンチャリング推進チームと

本社研究所の技術活用組織が、③持ち込まれたベンチャー企業のなかから、戦略的価値が

ありそうなベンチャー企業を選別する、④ベンチャー企業との共同開発、ライセンス導入

などの R&D 戦略提携機会を見極める、⑤ベンチャー企業への小額出資を通じて、R&D 戦

略提携の実現を促進するというものである（樺澤, 2011, 152 頁）。 

 

                                                   
57 CVC 投資については、Dushnitsky（2012）や倉林（2014）を参照されたい。 
58 「パナソニックにおけるベンチャーを活用したコーポレート R&D」2014 年 9 月 20 日閲

覧（http://jp.fujitsu.com/group/fri/downloads/events/conference/110209kabasawa.pdf） 

http://jp.fujitsu.com/group/fri/downloads/events/conference/110209kabasawa.pdf
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図 3-3 パナソニック・ベンチャー・グループの組織的位置づけ 

 

典拠: 樺澤 (2007)を参考に一部修正 

 

技術ベンチャリング推進チームには、シリコンバレーで現地採用したベンチャー・キャ

ピタリストが所属している（樺澤, 2007）。シリコンバレーで投資行う際には、ベンチャー・

コミュニティのネットワークが欠かせない。ベンチャー・コミュニティ内での情報交換が

なければ、ベンチャー企業に対する豊富な情報を収集することが困難となるからである（小

野, 2013）。技術ベンチャリング推進チームは、現地採用のベンチャー・キャピタリストを

抱えることによって、ベンチャー・コミュニティに参加し、投資先候補となるベンチャー

企業の情報を得ているのである。ただし、現地採用のベンチャー・キャピタリストは、技

術者ではない。そこで、技術の評価については、特許調査や社外の専門家に技術調査を依

頼することになる（樺澤, 2011）。 

技術ベンチャリング推進チームによって選択されたベンチャー企業は、次にパナソニッ

クの技術活用組織に評価される。そこでの評価のポイントは、次のとおりである。「技術の

ライセンスを当社で持ち、さらにその技術について精通している者が当社の技術開発部門

の中にいることが基本です。製品化が進んでいるときに、出資先が倒産した場合、技術を

引き継いでいける体制にないと、大きな損失が出るリスクがあるわけです。」（樺澤, 2007）。
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技術ベンチャリング推進チームは、技術活用組織による評価を乗り越えたベンチャー企業

に対して小額投資を実施する。すなわち、社外ベンチャーに対する投資は、技術ベンチャ

リング推進チームが主体的に行うが、リスクを取り技術を引き継ぐのは技術活用組織とな

る。 

既に技術開発を行っている技術活用組織にとって、追加的なリスクを取ってまで社外ベ

ンチャーの技術を獲得することはどのような意味があるのだろうか。技術活用組織がベン

チャー企業の技術を高く評価し、社外ベンチャーに対する投資プロセスが進展した場合に

ついて 2 名の元本社研究開発部門研究者にインタビューを行った。インタビューで明らか

にされたことは、以下のとおりである。第一に、本社研究開発部門の技術会議にてなぜ当

該技術を内部で開発できなかったのか叱責されることにより、技術活用組織のモチベーシ

ョンが低下する場合がある59。第二に、内部で開発している技術と類似した外部技術を獲得

することにより、技術者が解雇される可能性が存在するため、技術活用組織のモチベーシ

ョンが低下する場合がある60。第三に、外部技術を獲得することにより、ベンチャー企業の

社員が技術活用組織のミドルに位置づけられる可能性があり、それを避けるために技術活

用組織が抵抗を示す場合がある61。パナソニックは、「プラットフォーム型開発体制」の構

築にともない中央研究所が解体されていたことから、社外ベンチャーの技術を活用するこ

とにより、本社研究所における技術活用組織の存在意義が問われる可能性を内包していた

のである。そのために、技術活用組織にとって、社外ベンチャーの技術を活用することは

デメリットが大きいと考えられる。 

 

3) 東京 R&D センター 

大坪社長の研究開発改革は、オープン・イノベーションにかかわるものと、企業グルー

プ・シナジーにかかわるものに区分できる。 

2008 年には、外部技術を活用するための東京 R&D センターが設置された。東京 R&D

センターの具体的な目的は、「関連ドメインおよび省庁、大学など社外の研究機関と連携し

共同で先端技術開発を推進する62」ことである。その傘下には、次世代モバイル開発センタ

                                                   
59 2013 年 7 月 8 日に実施された元本社研究開発部門研究者 A へのインタビューによる。 
60 2013 年 7 月 8 日に実施された元本社研究開発部門研究者 A へのインタビューによる。 
61 2013 年 9 月 27 日に実施された元本社研究開発部門研究者 B へのインタビューによる。 
62 「組織変更・人事異動について」パナソニック・ニュースリリース 2008 年 3 月 31 日。 
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ーと通信コアデバイス開発センターが設置された63。東京 R&D センターの組織的位置づけ

については図 3-4 に示されている。 

 

図 3-4 東京 R&Dセンターの組織的位置づけ 

 

典拠: パナソニックのニュース・リリースを基に筆者作成 

 

2010 年には、重要性や緊急性の高い開発プロジェクトを短期間で進めるためのイノベー

ション推進センターを設置した。これらの組織はグループ統合によるシナジー効果の創出

や、異業種間連携を重要事項として定め、グローバルにイノベーションを引き起こす技術

開発をミッションとしていた（元橋他, 2012）。開発にかかわる主要な目的だけではなく、

パナソニック電工や三洋電機との融合や、研究開発部門と事業部門間の融合が期待されて

いた64。2011 年には、デバイス・システム開発センターや材料・プロセス開発センターな

ど専門特化した開発センターが設置された。その意図は、「パナソニック電工と三洋電機と

の 3 社でのシナジーを最大化し、新規事業を創出、新機軸商品創出、先端研究・先行開発

                                                   
63 東京 R&D センターおよび次世代モバイル開発センター、通信コアデバイス開発センタ

ーは、2012 年 10 月 1 日付で発展的に解消されている。「組織変更・人事異動について」パ

ナソニック・ニュースリリース 2012 年 9 月 28 日。 
64 「14 人の研究開発トップが語る新分野に挑むための秘策」日経エレクトロニクス 2010

年 8 月 23 日号 48-49 頁. 
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を通した価値創造型イノベーションを加速することで技術競争力を獲得する65」ことであっ

た。2012 年には、本社研究開発部門にオープン・イノベーション推進室が設置された66。

オープン・イノベーションに対する取り組みを進めるために、ナインシグマ・ジャパン67が

主催する日本オープン・イノベーション・フォーラムや、NEDO68の主催するオープン・イ

ノベーション会議に参加している。新設組織の役割をオープン・イノベーションに関係す

るものと、企業グループ・シナジーに関係するものとに分けて整理したものが表 3-2 である。 

 

表 3-2 新設の研究開発組織が持つ 2 つの役割 

 オープン・イノベーション シナジー 

東京 R&D センター ○ ○ 

イノベーション推進センター ○ ○ 

デバイス・システム開発センター × ○ 

材料・プロセス開発センター × ○ 

オープン・イノベーション推進室 ○ × 

典拠: パナソニックのニュース・リリースを基に筆者作成 

 

新設の研究開発組織は、オープン・イノベーションと企業グループ・シナジーの役割を

持っていたが、パナソニックにとって、パナソニック電工とのシナジー効果創出がより重

要な経営課題となっていた69。たとえば、空気清浄機ではパナソニックの「アレルバスター

方式」と、パナソニック電工の「ナノイー方式」を融合させた空気清浄機を開発している70。

パナソニックのメイン・ビジネスであるエレクトロニクス関連事業は、特に企業グループ・

シナジーを重要視しており、社外組織との協働があまり進展していない。なぜなら、オー

                                                   
65 「組織変更・人事異動について」パナソニック・ニュースリリース 2011 年 12 月 27 日。 
66 「組織変更・人事異動について」パナソニック・ニュースリリース 2012 年 9 月 28 日。 
67 ナインシグマとはイノベーションの仲介を専業とする企業である。 
68 新エネルギー産業技術総合開発機構（New Energy and Industrial Technology 

Development Organization）の略称。 
69 中村は「松下電器産業はネットワーク技術や半導体技術を持っており、松下電工は住空

間を創る高い能力を持っている。一緒になってやれば、もっと素晴らしいものができる、

という簡単な話だ」と述べている（兒玉, 2007, 82 頁）。 
70 「事業部の壁を越えたものづくり」Nikkei BP Net、2006 年 4 月 18 日配信

（http://www.nikkeibp.co.jp/style/biz/feature/panasonic/060418_5th/）2013 年 8 月 1 日閲

覧。 

http://www.nikkeibp.co.jp/style/biz/feature/panasonic/060418_5th/
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プン・イノベーションの役割を持つ東京 R&Dセンター等が外部技術を活用するよりも、む

しろグループ間の調整を優先業務としていたからである71。 

ただし、オープン・イノベーションにかかわる業務が全く行われなかったというわけで

はない。たとえば、東京 R&D センターが、情報・通信分野のある外部技術を見出し、それ

を活用するための提議を行ったところ、会議では内部開発の可能性を中心に検討された。

その結果、外部技術の導入案は破棄されたのである。イノベーション推進センターと共同

で行う新規事業創造に関係するような提議の場合は、より慎重に議論されたが、結論は内

部開発に収束することが多かった。本社主導の新規事業創造には、3 年間で 770 億円以上の

戦略的投資が予定されており、その予算を優先的に内部開発へ配分しようとするためであ

る72。 

このようにオープン・イノベーションの成果を挙げられなかった東京 R&Dセンターやイ

ノベーション推進センターは、仕方なく
．．．．

グループ間の技術調整を行っていたのである73。表

3-1 からわかるように、オープン・イノベーションを担当する組織は、それと同時にグルー

プ内のシナジー効果創出にかかわる役割を担っている。オープン・イノベーションと企業

グループ・シナジーの 2 つの役割をもつ組織は、オープン・イノベーションの成果が挙げ

られないとき、組織を維持するためにも企業グループ・シナジーに関係する成果を挙げる

ことによって組織的評価を得ようとしたのである。 

実際に、東京 R&D センターが 2008 年から 2012 年までに日本国内で発表した研究報告

73 件を整理74すると、企業グループ内での共同報告が 32 件、企業グループ外の組織との共

同報告が 11 件あり、企業グループ外の組織との共同報告のうち 10 件は大学等公的研究機

関が参画したものである。残された 30 件は、東京 R&D センターが傘下の次世代モバイル

開発センターや通信コアデバイス開発センターと発表したものとなっている。 

 

3. 議論 

                                                   
71 2013 年 7 月 8 日に実施された元本社研究開発部門研究者 A へのインタビューによる。 
72 ここでの予算獲得競争は特に激しかったという。2014 年 8 月 26 日に実施された研究開

発部門研究者へのインタビューによる。 
73 「仕方がなく」という表現が強調されたのは、外部技術の導入を契機にパナソニックを

変えようという気概を持った担当者がいたからである。2013 年 9 月 27 日に実施された元

本社研究開発部門研究者 B へのインタビューによる。 
74 CiNii の論文検索において「パナソニック 東京 R&D センター」および「松下電器産業 東

京 R&Dセンター」で検索を行うと、合計 88 件の検索結果が得られる。ここから、重複分

を除くと 73 件の検索結果が得られる。 
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1) 技術活用組織における自前主義の強化 

パナソニックの 2 つの事例では、技術ベンチャリング推進チームと東京 R&D センターが

技術探索組織としての機能を持っていた。いずれも既存の技術活用組織とは区分され、分

化が進んでいる。パナソニックでは、アライアンス・マネジャーは設置されておらず、製

品開発プロジェクトに技術探索組織が組み込まれることもなかった。すなわち、技術探索

組織と事業部の技術活用組織との間には共通の上位組織が存在しなかったのである。これ

は、両組織の利害を調整する組織がないことを示すものである。 

パナソニックは、「プラットフォーム型開発体制」に移行すると同時に、研究開発テーマ

の取捨選択を行った。全社共通の研究開発評価指標の導入により、重要度の高い研究開発

テーマに集中するためである（兒玉, 2007, 85 頁）。具体的には、研究開発の費用対効果を

指標化することにより、リスクが低く実現性の高い研究開発テーマを選択するようになっ

た（経済産業省, 2008）。このような重要度が高く、リスクが低い研究開発テーマを選択す

るとき、外部技術を活用することによって既存の組織プロセスを変化させることは回避さ

れる。外部技術を活用した研究開発プロジェクトに慣れていないマネジャーは、外部技術

の活用にかかる組織プロセスの変化を過大に見積もるからである（Chesbrough, 2006）。す

なわち、自主責任経営体制のもとで、自前主義を構築していた各事業部は、リスクの低い

研究開発テーマを志向するようになり、さらに自前主義を強化させたのである。外部技術

を活用する発想は、経営層だけが持っているものであり、ミドルやそれ以下のレベルには

浸透していなかったのである。ミドル・レベルでは、重要度の高い開発テーマを進めるう

えで、不確実性をともなう外部技術の活用を前提とすることは考えられなかった。同様に、

開発を進めるうえで外部技術の活用にかかわる提議は、議題としての重要性を低下させて

いったのである75。 

技術活用組織は自前主義を改革するのではなく、むしろ自前主義は強化されていた。外

部技術を利用しようとしない技術活用組織に対して、技術探索組織はどのように対処して

いたのだろうか。技術ベンチャリング推進チームと東京 R&Dセンターについて、それぞれ

検討する。 

 

2) 技術探索組織における二重の役割 

はじめに技術ベンチャリング推進チームに着目すると、同チームは社外ベンチャーにか

                                                   
75 2014 年 8 月 26 日に実施された研究開発部門研究者へのインタビューによる。 
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かわる業務だけではなく、産学連携にかかわる業務を担っていた。パナソニックの産学連

携は、全社横断的なプロジェクトが組まれている（西口, 2009: 吉田, 2005）。さらに、技術

ベンチャリング推進チームの上位組織であるコーポレート R&D 戦略室の室長は、産学連携

推進センターの所長を兼ねている76。つまり、技術ベンチャリング推進チームが産学連携を

推進することは、コーポレート R&D戦略室にとって利益となる。 

また、社外ベンチャーに対する投資プロセスは、技術ベンチャリング推進チームがベン

チャー企業を探索するのではなく、シリコンバレーのベンチャー・コミュニティから投資

先候補となるベンチャー企業を紹介されることから始まる（樺澤, 2011）。技術ベンチャリ

ング推進チームは、ベンチャー企業を紹介されるまでは投資プロセスを開始できないので

ある。したがって、技術ベンチャリング推進チームの日常業務としては、産学連携が中心

となっていたのである。すなわち、技術ベンチャリング推進チームは、オープン・イノベ

ーションの推進と産学連携の推進という二重の役割を担っていたのである。 

次に東京 R&D センターに着目すると、外部技術を獲得する業務だけではなく、企業グル

ープ・シナジーにかかわる業務を担っていた。東京 R&D センターもまたオープン・イノベ

ーションの推進と企業グループ・シナジーの推進という二重の役割を担っていた。そのな

かでも企業グループ・シナジーの追求は、中村社長時代から継続していた全社的な取り組

みであり、一定の成果を得ていた。パナソニックでは、中村改革による業績の V 字回復に

よって、「成功ロジックへの固執」が生じていたことが指摘されている（中野, 2014）。過去

の成功体験を棄却できないことにより、過去とは異なる環境であるにもかかわらず、過去

の成功体験に基づく意思決定を継続することを指す（Bettis and Prahalad, 1995: 中野, 

2014, 27-29 頁）。東京 R&D センターは、成功ロジックに基づいた企業グループ・シナジー

の業務を行うだけではなく、外部技術を探索したとしてもそれらが利用されることが少な

かったために、次第に企業グループ・シナジーにかかわる業務を強化していったと考えら

れる。 

ここまでの議論から、パナソニックの事例で摘出した 2 つの技術探索組織は、それぞれ

オープン・イノベーションに対する代替的な業務があり、オープン・イノベーションに専

念する必要性が必ずしもなかったと考えられる。両組織には二重の役割があり、両組織に

とってオープン・イノベーションの推進は比較的困難な業務であった。そのため、技術ベ

ンチャリング推進チームの産学連携や東京 R&D センターの企業グループ・シナジーなど、

                                                   
76 「組織変更・人事異動について」パナソニック・ニュースリリース 2012 年 9 月 28 日。 
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比較的容易な業務を優先的に行っていたのである。 

技術探索組織と技術活用組織が構造的に持つ組織間関係として、技術探索組織が技術活

用組織に依存する一方で、技術活用組織は技術探索組織に依存することはないというもの

がある。本章の事例のように技術活用組織に自前主義の傾向が強いと、両組織の非対称的

パワー関係を改善することはより困難となる。両組織の関係を踏まえたうえで調整が行わ

れない限り、技術探索組織は技術活用組織に対して情報提供を行うだけのスタッフ的機能

を果たすのみとなる。スタッフ的機能を果たすだけでは組織を維持することができないた

め、技術探索組織は非対称的パワー関係のない他の業務を遂行することによって組織を維

持しようとしたのである。 

技術探索組織が積極的に外部技術を活用しようとしない限り、上位組織は建設的な調整

を行えない。なぜなら、技術活用組織は必ずしも外部技術を利用する必要はなく、外部技

術の利用に対して積極的ではないからである。 

技術ベンチャリング推進チームと東京 R&D センターは、本来オープン・イノベーション

推進のために設置された組織である。しかしその成果を果たすことが出来なかったため、

技術ベンチャリング推進チームは、2012 年の組織改革により、オープン・イノベーション

推進室ベンチャリング推進チームとなり、東京 R&D センターは同年に廃止されることとな

った77。 

 

4. 結論 

本章は、なぜパナソニックはオープン・イノベーションを首尾良く遂行することができ

なかったのかという問いを立てた。問いに対する本章の結論は、技術探索組織の職務設計

と技術活用組織の自前主義に問題があったため、オープン・イノベーションを遂行する組

織プロセスが機能不全となり、その結果としてオープン・イノベーションを首尾良く遂行

することができなかったというものである。具体的には、①技術活用組織は外部技術を利

用するインセンティブを持たず、むしろ内部技術の活用を促進する研究開発戦略が採用さ

れていた、②技術探索組織と技術活用組織を調整する上位組織が存在せず、技術活用組織

寄りの意思決定が行われていた、③上位組織が存在した場合でも建設的な調整が行われず、

技術活用組織寄りの偏った調整が行われていた、④技術探索組織に役割の二重性があるこ

とによって、外部技術の探索に対して資源配分が優先されなかったことが指摘された。 

                                                   
77 2014 年 8 月 26 日に実施された研究開発部門研究者へのインタビューによる。 
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パナソニックがオープン・イノベーションを遂行するためには、技術活用組織の自前主

義の克服と、上位組織による適切な調整が行われる必要がある。それでは、どうすれば、

技術活用組織の自前主義を克服し、上位組織による調整が可能になるのかという問いが生

まれる。それこそが、次章に課された問題である。その問題に答えるための方向性は明確

である。それは、技術探索組織と技術活用組織のコミュニケーションのパターンや信頼に

着目する組織マネジメントの方向性である。 
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第4章  技術探索組織と技術活用組織の相互作用 

-大阪ガスの事例- 

 

1. はじめに 

本章の目的は、なぜ大阪ガスはオープン・イノベーションを首尾良く遂行することがで

きたのか検討することにある。本章では、大阪ガスが推進した外部技術の探索と活用にか

かわる事例を取り上げることによって、この課題を考察する。 

大阪ガスは、オープン・イノベーションに向けた諸組織を設置し、専属スタッフを配置

している。オープン・イノベーション戦略に適合する技術探索組織が機能したことによっ

て、大阪ガスはオープン・イノベーション先進企業としての評価を得ている（川合, 2012: 真

鍋・安本, 2010: 清水・星野, 2012）。多くの日本企業が、オープン・イノベーションの遂行

に難儀しているにもかかわらず、なぜ大阪ガスはオープン・イノベーションを首尾良く遂

行することができたのだろうか。本章では、第 2 章で示された技術探索組織と技術活用組

織に着目する分析枠組みに従い、技術探索組織と技術活用組織の相互作用について考察す

る。 

本章の結論を先取りすると、大阪ガスが推進した外部技術の探索と活用にかかわる事例

分析によって、同社は、オープン・イノベーションを遂行するうえで適切な技術探索組織

と技術活用組織の調整が実現されていた。調整の仕組みが機能することにより、技術活用

組織の自前主義が改革されたのである。その結果として、技術探索組織と技術活用組織の

相互作用が機能し、オープン・イノベーションを遂行することが出来たのである。具体的

には、①技術探索組織と技術活用組織は、上位組織によって戦略的に技術探索組織寄りの

調整が行われていた、②技術探索組織は、アライアンス・パートナーを開拓することによ

って、外部技術の探索に必要な能力を蓄積していた、③技術活用組織は、技術探索組織に

よる定期的なコミュニケーションによって技術探索組織への信頼を高め、必要な技術ニー

ズを開示していた、④技術探索組織と技術活用組織が相互作用を果たすことにより、技術

活用組織のオープン・イノベーションに対する内発的動機づけを引き出したのである。 

本章は以下のように構成される。2 節では、大阪ガスのオープン・イノベーションに対す

る取り組みを記述する。3 節では、大阪ガスの事例を考察することによって、技術探索組織

と技術活用組織の相互作用によるオープン・イノベーションの推進プロセスを検討する。4

節では、本章の結論を示す。 



44 

 

 

2. 大阪ガスによるオープン・イノベーションの導入と推進 

1) オープン・イノベーションの仕組みの構築 

大阪ガスは、公益事業であるガス事業78だけではなく、多角化企業としての性格を持って

いる（加護野, 1999）。1978 年に「新分野開発部」を設置し、子会社の設立による多角化79

を始めたのである。当初はガス事業の補完的事業である、①副産物の販売、②ガス器具の

製造、③ガス工事、④ガス器具・設備等の修繕などの分野に進出することで多角化を進展

させた（倉光, 1988）。 

大阪ガスの多角化戦略は、ガスの原料が石炭・石油から天然ガスに転換することによっ

て、さらに推進された。天然ガスは、冷却によって液化された状態で輸送される。液化天

然ガスを実際に活用する際には気化させる必要があり、その際には膨大な冷熱が生じる。

この冷熱を活用することによって、1972 年には空気を冷却して液体窒素を製造する空気分

離事業を開始する。このような技術関連多角化事業をはじめ、1975 年にはレストラン事業

を、1987 年にはインキュベータ事業など非関連多角化事業も展開している（加護野, 1999, 

94 頁: 倉光, 1996, 19-21 頁）。 

ところが、バブルの崩壊以降は事業の「選択と集中」を行い、ガス事業とその関連事業

に集中することになる。その結果として、新分野開発部の活動は停滞した。既存事業に集

中することによって、次第に新規事業を担える人材がいなくなりつつあった（西野他, 2013）。 

ガス事業や電気事業など、エネルギー産業は 2000 年以降規制改革が進み、競争の激化が

想定されていた。そのため大阪ガスは、技術開発を推進し新規事業を担える人材の教育を

重視するようになる。2002 年、当時の CTO 松村は、人事部に在籍していた松本に対して

「大阪ガスの研究は学会では褒められても、そもそも大阪ガスが生み出した研究シーズが

全くビジネスになっていない。研究シーズ・技術シーズをビジネスに持っていく人材の教

育プログラムを考えろ」という指示を出した（松本, 2014, 14 頁）。その指示をもとに松本

                                                   
78 公益性のあるガス事業では、ガス事業法を順守した経営が求められている。ガス事業に

よる利益を新規事業に投資することは、ガス事業の継続性にかかわる問題と新規事業の競

争政策上の問題を生じさせる。したがってガス事業法は、法律施行以前からある例外的な

ものを除き、兼業を認めていなかった（植草・横倉, 1994）。ただし、2000 年の法改正によ

り、兼業規制は撤廃されている。なお、公益事業の規制と競争にかかわる今日的な課題は

上田・桜井（2006）に詳しい。 
79 ガス事業法には、投資規制条項はないため子会社を設立することは可能となっている（加

護野, 1999: 倉光, 1996）。 
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は、技術者向け企業内大学を設置する検討を行う。検討の過程で松本は、大阪ガスの社員

だけでは発想が固定化しており、新しいアイデアは出てこないと考え、異分野・異業種の

技術者に門戸を開いた MOT スクールの構想を固める（松本, 2004, 628 頁: 松本, 2014, 14

頁）。 

2002 年、「アイさぽーと80MOT スクール」が開講される。講義科目は「経営戦略」や「イ

ノベーション・マネジメント」など、MOT にかかわる 10 科目81が設置されている。2002

年から 2003 年までの MOT スクール第 1 期生は 32 名であり、大阪ガスの社員が約半分を

占めていた。その内訳として、若手研究者から技術開発部門の幹部までの幅広い層が参加

していたのである。MOT スクールを卒業した大阪ガスの技術者は、オープン・イノベーシ

ョンを遂行するうえで貴重な支援者となっていくことになる。残りの半分は外部企業から

の派遣であり、15 社ほどが参加していた（松本, 2004）。その後、MOT スクールは東京校

や名古屋校を新設することにより、拡大している。 

MOT スクールの経営的成功を踏まえ、次の課題として CTO は「他社のイノベーターを

育成するだけではなく、大阪ガスにイノベーションが起こるような新しい仕組みを考える」

必要性を認識していた（松本, 2014, 14 頁）。そこで 2008 年に、松本を技術戦略部直属のオ

ープン・イノベーション担当部長に任命する。オープン・イノベーション担当部長とは、

松本のために新設された役職であり、オープン・イノベーションを推進するためであれば

自由に活動することが許されていた。大阪ガスのオープン・イノベーションの目的は、①

技術開発のスピードアップ、②製品の性能向上、③技術開発投資効率向上である。各目的

が設定された背景は、①製品ライフサイクルの短縮化に対して技術開発のスピードアップ

が必要となった、②グローバルな競争環境の激化に対して製品の性能向上が必要となった、

③世界的不況による投資資源の抑制に対して技術開発投資効率の向上が必要となったから

である（松本, 2010a, 184 頁）。3 つの目的を果たすための仕組み構築を松本に託したので

ある。 

オープン・イノベーションの実現に対するはじめの取り組みは、外部技術を探索する能

力を蓄積することである。そのためには、必要なタイミングで接触することが可能となる

                                                   
80 アイさぽーとは、大阪ガスの従業員向け人事サービスを担う子会社である。 
81 他には、「経営学基礎」「テクノロジーマネジメント」「プロジェクト&プログラム・マネ

ジメント」「リスクマネジメント」「知的財産戦略」「研究開発型ベンチャー」「アントレプ

レナーシップ・ビジネスプランニング」「MOT 特別講義・技術戦略論」が開講されている

（松本, 2004, 629 頁）。 
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アライアンス・パートナー82を拡大しなければならない。松本は「アライアンス・パートナ

ーを開拓・拡大するには、まず、自社の技術をオープンにしなければならない」と考えて

いた（松本, 2010b, 231 頁）。 

しかしながら、内部技術を開示することに対して、社内の技術開発部門は「100%は見せ

られない。特に研究部門のコアコンピタンスは自分たちで 100%実施すべきだ」と反対した。

加えて、産学連携を既に行っているなかでオープン・イノベーションを導入することに、

どれほどの意味があるのか懐疑的な者も多かった（松本, 2014, 14 頁）。 

松本は、外部技術を探索する仕組みを構築するためには、その仕組みを社内に浸透させ

る必要があると考えた。若手技術者から部長クラスに至るまで幅広く面談を繰り返し、新

しい仕組みの解説と浸透を試みたのである（川合, 2012）。ところが、松本が面談を進めて

いくに従い、技術者が持つ自前主義の意識があらわになり、外部技術を利用する仕組みの

浸透は上手くいかなかった。当時を振り返り松本は次のように述べている。「取り組みを始

めた当初は、社内の多くの人間の意識はクローズドでした。全て自分の部門だけでやりた

がるのです。何とかしようと毎年、社内キャラバン83に出たのですが、R&D 部門からは、

そんなことをやる必要はないと袋叩きにあいました」（西野他, 2013, 5 頁）。 

技術開発の現場やそのマネジメント層の多くは、オープン・イノベーションに対して否

定的であることが明らかになった。その一方で、松本に協力的な意思を持つものがいた。

アイさぽーと MOT スクールの卒業生である。MOT スクールにて「オープン・イノベーシ

ョン」（Chesbrough, 2003）や「プラットフォーム・リーダーシップ」（Gawer and Cusumano, 

2002）などのイノベーション理論を学習した技術者は、オープン・イノベーションに好意

的な態度を形成していたのである（川合, 2012）。 

松本は MOT スクールの卒業生の協力を得ることによって、技術マッチング会を 2008 年

から開催している。技術マッチング会では、大阪ガスの技術ニーズが公開され、来場した

企業が自社の技術を活用できるのではないかと大阪ガスに提案を行う。提案された外部技

術は、松本が選別し各技術開発部門に紹介される。各技術開発部門は、外部技術をもう一

度選別し、導入すべきかの意思決定を行う。導入が決定された外部技術は、松本が関連部

署と連携することによって契約が結ばれる。 

                                                   
82 大阪ガスは、大学や公的研究機関、中小企業、ベンチャー・大手・中堅企業など技術を

保有する諸組織をアライアンス・パートナーと呼んでいる。 
83 大阪ガスは、技術者に対する面談をキャラバンと呼んでいる。 
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大阪ガス主催の技術マッチング会「先端技術フェア 2008」では、大阪ガスの抱える技術

的課題のいくつかが詳細に公開された。公開された技術ニーズは、MOT スクールの卒業生

が関与したものだけではなかった。技術マッチング会を開催するにあたり、CTO の永田84に

指示を受けた技術開発本部長の中嶋が「100%見せなさい。思い切って見せなさい」と各技

術開発部門に対して内部技術の公開を指示したことにより、いつくかの技術ニーズが公開

されたのである（川合, 2012, 62 頁）。 

大阪ガスの具体的な技術的課題を公開して、外部技術を募集する技術マッチング会は、

単独あるいは行政など連携して継続的に開催されている（松本, 2010b）。技術マッチング会

における近年の実績は表 4-1 のとおりである。たとえば、基盤技術にかかわる大阪ガスの技

術ニーズは、34 件開示されている。それに対して、外部技術の活用提案が 41 件あった。松

本が技術を選別することによって技術開発部門に紹介された技術は、24 件である。17 件は

不適合であると判断されている。技術開発部門は 24 件の外部技術を検討し、7 件の採用を

決定している。そして実際に契約に至った外部技術が 7 件中 1 件ということになる。残り

の 6 件は、契約に向けた交渉中であったり、既に破談になったものが含まれている。 

 

表 4-1 技術マッチング会の実績（2013 年） 

技術ニーズ分野 外部から 

の提案 

内部に対 

する紹介 

導入に向 

けた検討 

契 約 に

進展 

基盤技術 34 件 41 件 24 件 7 件 1 件 

エンジニアリング技術 22 件 21 件 9 件 1 件 1 件 

業務用・産業用機器 34 件 50 件 21 件 8 件 1 件 

家庭用機器 14 件 31 件 14 件 4 件 3 件 

パイプライン・インフラ技術 20 件 19 件 10 件 4 件 3 件 

材料技術 20 件 23 件 10 件 5 件 4 件 

外部技術  4 件 0 0 0 

合計 144 件 189 件 88 件 29 件 13 件 

典拠: 松本による配布資料85を基に筆者作成 

                                                   
84 松村から CTO を引き継いだ永田は、松村や松本と同じようにオープン・イノベーション

の重要性を理解していた（永田・大阪ガス実践的 MOT 研究会, 2004）。 
85 「オープン・イノベーションの課題と実践: オープン・イノベーションがもたらす新た
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2) オープン・イノベーション室の設置 

大阪ガスのオープン・イノベーションの取り組みは、技術マッチング会での実績を重ね

ることにより、大阪ガス内部の技術者や社外で徐々に認知されるようになる。加えて 2009

年、社長の尾崎が長期経営ビジョンにて、オープン・イノベーションの推進を表明した。

尾崎は 2008 年に社長に就任しており、2009 年に公表する長期経営ビジョンには、これま

でとは異なる成長戦略が求められていたのである86。尾崎は新しい成長戦略として「既存事

業の深化」と「新規事業分野・拠点の拡大」を掲げている。こうした成長戦略を遂行する

ためには、オープン・イノベーションによる迅速で効率的な技術開発が必要であると判断

したのである87。 

このように、技術マッチング会での実績と長期経営ビジョンにおけるオープン・イノベ

ーションの推進表明により、2010 年 CTO の直下にオープン・イノベーション室が設置さ

れる。松本は、オープン・イノベーション担当部長からオープン・イノベーション室室長

に異動となった。 

オープン・イノベーション室は、外部技術の探索依頼に基づき、関係する技術者との議

論の場を設ける。そこで、外部に求める技術は何か、活用できる大阪ガスの技術は何かと

いうことを議論するのである（松本, 2014）。求めるべき外部の技術が決定すると、オープ

ン・イノベーション室は外部技術のプレ調査を実施する。プレ調査は、国内技術について

は特許情報、海外技術については調査会社を活用している。プレ調査に基づき、外部技術

の探索方針が決定され、プレ調査の結果で得た情報をもとに外部技術に対するニーズをア

ライアンス・パートナーに問い合わせる。同時に、技術マッチング会では技術ニーズが公

開される。求める技術が、既存のアライアンス・パートナーから得られないときには、コ

ーディネーター88を活用することにより、新しいアライアンス・パートナーの探索が行われ

る。求める技術に対しては、既存のつながりに固執しないのである。 

                                                                                                                                                     

な事業創造 大阪ガスグループの実践事例」組織学会定例会 2014 年 8 月 26 日。 
86 2007 年から 2009 年までの中期経営計画「Design 2008」では、選択と集中が重視され

ていた。 
87 「大阪ガスグループ長期経営ビジョン・中期経営計画「Field of Dreams 2020」」大阪ガ

ス・プレスリリース 2009 年 3 月 13 日。 
88 コーディネーターとは、中小企業に経営指導を行い、各企業の持つ技術をよく知る人物

を指す（川合, 2012, 66 頁）。コーディネーターには、商工会議所など公的機関に所属する

場合や、民間のコンサルタントなどの場合がある。 
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アライアンス・パートナーや技術マッチング会で得られた技術は、オープン・イノベー

ション室によって選別される。選別の際には、依頼されていた技術と適合的であるか、実

際に活用可能であるかという点から評価される。選別された技術は、探索依頼元の研究開

発組織に紹介される。そこで外部技術の採否に対する意思決定が行われ、契約上の手続き

はオープン・イノベーション室が担う。大阪ガスの外部技術の探索と評価のプロセスを整

理したものが図 4-1 である。 
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図 4-1 オープン・イノベーションの仕組み 

 

典拠: 松本 (2010a), 232 頁, 図 6 及び松本 (2014), 21 頁, 図 8 を基に筆者加筆 
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大阪ガスには、事業部や研究所など、それぞれの技術開発部門にオープン・イノベーシ

ョン担当が設置されている。オープン・イノベーション室とオープン・イノベーション担

当は、会議にて情報交換を行っている。年に 2 回開催されるオープン・イノベーション会

議にて、外部技術の探索や内部技術の開示に対する方針の確認や見直し等が行われるので

ある（松本, 2014, 21 頁）。 

オープン・イノベーション室の業務は、仕組みが整うとともにその内容も変化している。

2008 年にオープン・イノベーションの活動を始めた当初は、内部組織の抵抗が大きく「あ

ったらいいな的な技術ニーズ」の探索依頼が多かったという。ところが2011年前後からは、

探索する外部技術のテーマ別領域を特定することによって、「そのなかで無くてはならない

技術シーズ」を探索する依頼が増加している（研究産業・産業技術振興協会, 2013, 66 頁）。

探索依頼の変化に対して、松本はオープン・イノベーションの社内での浸透と、技術者の

意識改革の結果ではないかと考えている（研究産業・産業技術振興協会, 2013, 66 頁）。探

索する外部技術の質的変化は、「オープン・イノベーション室に依頼される課題のハードル

が年々高くなっている」（西野他, 2013, 8 頁）ことを示すものである。 

オープン・イノベーション室の業務が質的に変化すると同時に、事業部や研究所の技術

開発部門の業務も質的に変化している。内部で技術開発をせずに外部技術を利用するとい

うことは、その分開発資源が余るということである。余剰になった開発資源は整理するの

ではなく、内部で開発する領域に再配分するのである。このような業務の変化に対して、「最

近、大阪ガスの研究者がオープン・イノベーション室をよく活用するようになり、従来よ

りも研究者が頑張っていると社内でも評価されている。外部でやらない残りの部分をどこ

にも負けないようにしようという頑張りの表れであろう」（松本, 2014, 19 頁）と評価され

ている。 

オープン・イノベーションの仕組みを構築し、その質的変化を遂げたがゆえに大阪ガス

はオープン・イノベーション先進企業としての評価を得ているのである（川合, 2012: 真

鍋・安本, 2010: 清水・星野, 2012）。オープン・イノベーションの仕組みが確立された 2009

年から 2013 年までの実績は図 4-2 と表 4-2 に示されている。 

図 4-2 では、大阪ガスのオープン・イノベーションのプロセスに沿って実績が示されてい

る。事業部の開発部門や本社研究所、大阪ガスグループの事業子会社がオープン・イノベ

ーション室に対して 286 件の探索依頼を行い、オープン・イノベーション室は探索依頼の

あった技術をアライアンス・パートナーに開示することで約 3,000 件の技術提案を得てい
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る。オープン・イノベーション室は、約 3,000 件の技術を選別することで、約 1,100 件を

事業部の開発部門や本社研究所、事業子会社に紹介している。そのなかで開発プロジェク

トに利用された外部技術が 140 件である。 

開発プロジェクトに利用された外部技術 140件の詳細を掲載したのものが表 4-2である。

140 件の外部技術が、どのアライアンス・パートナーからどのような方法で導入・獲得され

たのか簡潔に記されている。 

 

図 4-2 オープン・イノベーションの実績（2009-2013 年） 

 

典拠: 松本による配布資料89を基に筆者作成 

 

表 4-2 オープン・イノベーションの実績（2009-2013 年）（詳細） 

アライアンス・パートナー 方法 件数 

大手・中堅企業 企業間の連携 36 件 

中小企業 技術マッチング・イベント 75 件 

ベンチャー ベンチャー・キャピタル、金融機関との連携 8 件 

公的研究機関 包括的連携 2 件 

大学 産学官連携コーディネーター、包括連携 15 件 

海外 技術仲介会社、技術移転機関、ベンチャー・キャピタル 3 件 

典拠: 松本による配布資料90を基に筆者作成 

                                                   
89 「オープン・イノベーションの課題と実践: オープン・イノベーションがもたらす新た

な事業創造 大阪ガスグループの実践事例」組織学会定例会 2014 年 8 月 26 日。 
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3) 大阪ガスのオープン・イノベーションの事例:「エネファーム type S」の開発 

オープン・イノベーションの具体的な事例として、大阪ガス、京セラ、長府製作所、ト

ヨタ自動車、アイシン精機による「家庭用固体酸化物形燃料電池コージェネレーションシ

ステム（SOFC システム）エネファーム type S」91の開発があげられる（松本, 2014）。 

家庭用燃料電池は、都市ガスや LP ガスから抽出した水素と空気中の酸素を化学反応させ

ることによって、電気と熱を発生させる仕組みである。電気と熱を共に活用することがで

きるため、エネルギーの無駄がなくエネルギー利用効率の高さが特徴となっている。家庭

用燃料電池は、燃料電池実用化推進協議会が認知向上を目的として、統一名称の「エネフ

ァーム」が用いられている。JX 日鉱日石エネルギーやパナソニック、東芝、東京ガス、大

阪ガスなどが開発・製造するものをすべて「エネファーム」と呼ぶ。 

エネファームは燃料電池の仕組みから、①固体高分子形（Polymer Electrolyte Fuel Cell: 

PEFC）と②固体酸化物形（Solid Oxide Fuel Cell: SOFC）に区分できる。それぞれの技術

的特徴として、PEFC は発電効率が比較的低いが、排熱回収効率が比較的高い。その一方

で、SOFC は発電効率が比較的高いが、排熱回収効率が比較的低いことが指摘されている92。

本節で扱う SOFC タイプの構造模式図は、図 4-3 に示されている。 

 

 

 

 

                                                                                                                                                     
90 「オープン・イノベーションの課題と実践: オープン・イノベーションがもたらす新た

な事業創造 大阪ガスグループの実践事例」組織学会定例会 2014 年 8 月 26 日。 
91 家庭用燃料電池にかかわる技術情報については次の情報を参照した。①「家庭用燃料電

池（SOFC）の開発完了および「エネファーム type S」の販売開始について」大阪ガス・プ

レスリリース 2012 年 3 月 13 日、②「水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（第

2 回）配布資料 2: 家庭用燃料電池について」経済産業省 2014 年 10 月 10 日閲覧

（http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/suiso_nenryodenchi/suiso_nenryo

denchi_wg/pdf/002_01_00.pdf）、③「エネルギー問題解決に挑む「固体酸化物形燃料電池

実証研究」: 高効率な固体酸化物形燃料電池（SOFC）を使った、家庭用燃料電池システム

を開発」NEDO実用化ドキュメント 2014 年 10 月 12 日閲覧

（http://www.nedo.go.jp/hyoukabu/articles/201215osakagas/index.html） 
92 「水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（第 2 回）配布資料 2: 家庭用燃料電池

について」経済産業省 2014 年 10 月 10 日閲覧

（http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/suiso_nenryodenchi/suiso_nenryo

denchi_wg/pdf/002_01_00.pdf） 

http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/suiso_nenryodenchi/suiso_nenryodenchi_wg/pdf/002_01_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/suiso_nenryodenchi/suiso_nenryodenchi_wg/pdf/002_01_00.pdf
http://www.nedo.go.jp/hyoukabu/articles/201215osakagas/index.html
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/suiso_nenryodenchi/suiso_nenryodenchi_wg/pdf/002_01_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/suiso_nenryodenchi/suiso_nenryodenchi_wg/pdf/002_01_00.pdf
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図 4-3 構造模式図 

 

典拠: 大阪ガス・プレスリリースから引用93 

 

以下において、各機器の簡潔な説明を行う。セルスタックとは、都市ガスから抽出した

水素と空気中の酸素を化学反応させることにより、発電を促進する機器である。モジュー

ルは、セルスタックを収納するものであり、断熱材に覆われている。発電時に放出される

熱を維持することは、都市ガスから水素を抽出するために必要であり、また発電効率を高

止まりさせるためにも高温を維持する必要がある。脱硫器は、セルスタックの劣化原因と

なる都市ガスに含まれている硫黄化合物を除去するものである。インバーターは、セルス

タックで発電した電気を直流から交流に変換する機器である。貯湯タンクは、発電ユニッ

トから発生した熱湯を貯めるタンクを指す。 

大阪ガスは、SOFC タイプのコージェネレーションシステムを開発するために、2004 年

に京セラとの共同開発を開始する。京セラの持つセルスタック技術が、SOFC コージェネ

レーションシステムにとって最も重要な技術だからである94。 

                                                   
93 「家庭用燃料電池（SOFC）の開発完了および「エネファーム type S」の販売開始につ

いて」大阪ガス・プレスリリース 2012 年 3 月 13 日。 
94 「大阪ガスと京セラ家庭用固体酸化物形燃料電池（SOFC）コージェネレーションシス
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2006 年には、国内初の集合住宅での実験を行い、発電効率と排熱回収率の目標値をそれ

ぞれ達成する95。しかしながら、前述のように筐体規模や耐久性の問題により、集合住宅に

設置することは依然として困難な状態であった。 

2007 年、SOFC コージェネレーションシステムの実用化に向けて、長府製作所との共同

開発を開始する。大阪ガスと京セラの共同開発は、図 4-3 における発電ユニット部に該当し、

大阪ガスと長府製作所の共同開発は排熱利用給湯暖房ユニットに該当する。長府製作所と

の共同開発によって、排熱利用給湯暖房ユニットの容積を約 50%減少させることに成功し

た96。 

その後 2 年間は、大阪ガス、京セラ、長府製作所の 3 社体制で耐久性の向上と筐体の小

型化に向けた取り組みを行っていたが、実用化に向けた大きな進展はなかった。そこで 2009

年からオープン・イノベーションの仕組みを活用することにより、外部技術の探索を行っ

た。外部技術の探索の際には、京セラの意向を尋ねつつ行われた。探索された技術に対し

て、技術戦略部が評価を行い、それを大阪ガスの燃料電池システム部と京セラに紹介する

のである。燃料電池システム部が採用した技術を持つ企業は、トヨタ自動車とアイシン精

機であった。 

トヨタ自動車とアイシン精機は、2001 年より PEFC コージェネレーションシステムの開

発を行っていた97。トヨタ自動車とアイシン精機にとっては、SOFC コージェネレーション

システムの高い発電効率が魅力的であった。その一方で、大阪ガスと京セラにとっては、

発電ユニットの製造技術が魅力的であったのである。トヨタ自動車とアイシン精機の技術

を活用することによって、共同開発の開始から 6 か月で発電ユニットの約 20%ほどの小型

化に成功したのである（松本, 2014, 17 頁）。 

トヨタ自動車とアイシン精機の技術によって小型化に成功すると、2009 年と 2010 年の 2

度にわたる実証実験を重ねる。そして 2012 年、大阪ガスの SOFC コージェネレーション

                                                                                                                                                     

テムの国内初の市場導入に向けた本格的な共同開発の開始について」大阪ガス・プレスリ

リース 2004 年 11 月 24 日。 
95 「家庭用固体酸化物形燃料電池（SOFC）コージェネレーションシステムの国内初の居

住住宅での運用試験結果について」大阪ガス・プレスリリース 2006 年 5 月 16 日。 
96 「都市型小規模住宅にも設置可能な出力 700W の家庭用固体酸化物形燃料電池（SOFC）

コージェネレーションシステムを開発しました～家庭用コージェネレーションシステムで

世界最小クラスのサイズ～」大阪ガス・プレスリリース 2007 年 1 月 25 日。 
97 PEFC タイプの燃料電池は、自動車の分野で開発が進んでおり、トヨタ自動車とアイシ

ン精機には技術の蓄積があった。 
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システムは開発が完了し、「エネファーム type S」として発売されたのである98。 

「エネファーム type S」は、46.5%という高い発電効率によって、一般財団法人省エネル

ギーセンターが主催する省エネ大賞にて、経済産業大臣賞を受賞している99。また、小型化

と集合住宅にも設置可能なデザイン性から、公益財団歩人日本デザイン振興会が主催する

グッドデザイン賞を受賞している100。各エネファームの性能は、表 4-3 に示されている。 

 

表 4-3 エネファームの性能比較 

名前 定格出力 定格発電効率 総合効率 貯湯タンク 

PEFC（東芝） 700W 38.5% 94% 200リットル 

PEFC（パナソニック） 750W 39% 95% 140リットル 

SOFC（JX） 700W 45% 87% 90 リットル 

SOFC（大阪ガス） 700W 46.5% 90% 90 リットル 

典拠: 経済産業省の資料101を基に筆者作成 

 

3. 議論 

1) アライアンス・マネジャーの役割とオープン・イノベーションの正当化 

大阪ガスの事例では、オープン・イノベーション室が技術探索組織として機能していた。

オープン・イノベーション室室長の松本は、アライアンス・マネジャーであったと考えら

れる。 

アライアンス・マネジャーには、外部組織のマネジメントと内部組織のマネジメントが

求められる（中本, 2014: Speckman et al., 1998）。松本は、アライアンス・パートナーの

探索を通じて、技術探索組織の機能強化を行った。これまでに取引関係のない企業と協力

                                                   
98 「家庭用燃料電池（SOFC）の開発完了および「エネファーム type S」の販売開始につ

いて」大阪ガス・プレスリリース 2012 年 3 月 13 日。 
99 「平成 24 年度省エネ大賞受賞者の決定について」省エネルギーセンター製品・ビジネス

モデル部門受賞者 2014 年 10 月 10 日。 
100 「グッドデザイン賞 燃料電池コージェネレーションシステム [エネファーム type S 

192-AS01 型＋136-CF03 型]」2014 年 10 月 10 日閲覧

（http://www.g-mark.org/award/describe/38880） 
101 「水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（第 2 回）配布資料 2: 家庭用燃料電

池について」経済産業省 2014 年 10 月 10 日閲覧

（http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/suiso_nenryodenchi/suiso_nenryo

denchi_wg/pdf/002_01_00.pdf） 

http://www.g-mark.org/award/describe/38880
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/suiso_nenryodenchi/suiso_nenryodenchi_wg/pdf/002_01_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/suiso_nenryodenchi/suiso_nenryodenchi_wg/pdf/002_01_00.pdf
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関係を構築するためには、外部のコーディネーターを活用することもある。外部のコーデ

ィネーターに企業を仲介してもらうことにより、短期間で効率的にアライアンス・パート

ナーを得ることが可能となるからである。多くのアライアンス・パートナーを得ることは、

外部技術の探索が効率的に行えるために、技術探索組織の外部技術探索能力が高まること

を意味する。技術マッチング会は、それ自身がアライアンス・パートナーを増やすことに

寄与していた。行政等公的機関と技術マッチング会を共催することは、多くの中小企業と

のパートナー関係構築に貢献している。 

技術探索組織は、新設であることが多いため、必要な組織能力を蓄積していない可能性

が高い。そのため、アライアンス・パートナーを開拓することによって、外部技術の探索

領域を拡大することが必要であった。外部技術の探索領域を拡大することは、技術ニーズ

に適合する外部技術を発見する可能性を高めることにより、外部技術の探索能力を高める

ことにつながる。 

松本は技術探索組織の能力蓄積と同時に、技術活用組織とのコミュニケーションによる

関係の円滑化を図った。技術活用組織とのコミュニケーションを図る際には、アイさぽー

と MOT スクールの卒業生が重要な役割を果たした。基本的に技術活用組織は、自前主義で

あるため、技術探索組織の活動を拒む。しかしながら、MOT スクールで技術経営教育を受

けた技術者は、オープン・イノベーションの有効性を認識しており、積極的に協力するこ

とが出来たのである。MOT スクールは、「自社でゼロから開発してもいい、自社ですでに

ある技術を応用開発させてもいい、他社から技術を買ってきてもいい、他社と共同で開発

してもいい、他社にすべて委託して開発してもらってもいい。（中略）こうした多様な情

報や知識を駆使し、さらに多様な解決策のなかから自分たちの目的に最適な方法を探し出

していく」という発想を持っていた（永田・大阪ガス実践的 MOT 研究会, 2004, 102 頁）。

こうした発想に基づき、MOT スクールは「事業構想力」「新製品構想力」の向上と「技術

要素活用の斬新な切り口と活用ツールの習得」を教育目標としていた（松本, 2004）。具体

的には、新製品構想力の向上と技術要素活用の斬新な切り口として、「イノベーション・

マネジメント」の講義や「MOT 特別講義 技術戦略論」の講義にてオープン・イノベーシ

ョンが解説されていた102。 

                                                   
102 2014 年 6 月 22 日に実施された大阪大学名誉教授金井一賴氏へのインタビュー、および

2013 年 9 月 28 日に実施された合同会社 SARR 代表社員松田一敬氏へのインタビューによ

る。 
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松本は、アイさぽーと MOT スクールの経営的成功により、経営陣から信頼を得ていた。

経営陣による信頼は、オープン・イノベーションを推進する松本に対するサポートを引き

出した。そのため、オープン・イノベーション担当部長である松本に内部の技術ニーズを

開示する権限と責任を与えたのである。技術ニーズを開示する権限を松本が持つことは、

大阪ガスの技術者に対して技術ニーズの開示に対する心理的な負担を軽減する効果があっ

た（研究産業・産業技術振興協会, 2013, 66 頁）。 

経営陣によるサポートは権限の付与だけではなく、技術活用組織に対して技術探索組織

との組織間協調を促す作用を果たした。2008 年の先端技術フェアの際に中嶋が行ったよう

に、技術活用組織に介入することにより、技術探索組織寄りの意思決定を促したのである。

技術探索組織と技術活用組織の間には非対称的なパワー関係があるために、両組織が上手

く機能するためには、技術探索組織に偏った意思決定が必要だったのである。 

大阪ガスのオープン・イノベーションの取り組みは、アライアンス・マネジャーである

松本が中心となって立ち上げていた。アライアンス・マネジャーの役割は、外部技術を利

用することに対する正当性の獲得であると考えられる。ここでの正当性とは、「必要な資源

を動員することを他者が支持するための何らかの『真っ当な理由』」を指す（武石他, 2012, 

21 頁）。 

技術活用組織は、それ自身で技術開発を遂行できるため、技術探索組織を利用する必然

性はない。むしろ、技術活用組織は内部で技術開発ができるがゆえに、外部技術を利用す

ることに対して抵抗するのである。技術探索組織は、技術活用組織に対して外部技術を利

用してもらうための何らかの正当性が必要となる。 

これに対してアライアンス・マネジャーは、初期の支持者である経営陣や MOT スクール

の卒業生を活用することによって、外部技術の利用に対する実績を積み重ねた。アライア

ンス・マネジャーは実績を得ることによって、支持者を拡大しオープン・イノベーション

の正当性を得たのである。オープン・イノベーションが正当化されることにより、技術活

用組織は外部技術を利用することに対する抵抗を徐々に減らしていった。 

 

2) 技術活用組織の技術探索組織に対する信頼と連携に対する内発的動機づけ 

技術活用組織が外部技術を利用するためには、必要な技術ニーズを技術探索組織に開示

する必要がある。しかし、外部に対して技術開発上の弱点をさらけ出すことになるため、

技術活用組織は技術ニーズを開示することに対して消極的になる。技術ニーズの開示に対
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して消極的な技術活用組織は、あいまいな形で技術ニーズを開示することになり、そうで

あれば技術探索組織は適切な技術を見つけ出すことが困難となる。こうした状況を回避す

るためには、技術探索組織と技術活用組織がコミュニケーションをとるだけでは十分では

ない。技術活用組織が技術探索組織を信頼して技術ニーズを開示する必要がある。 

技術活用組織が技術探索組織を信頼するためには、2 つの条件が考えられる。第一に、技

術探索組織の組織能力の高さである。技術ニーズを開示したとしても、求める技術が得ら

れないのであれば、技術活用組織は技術探索組織を信頼することはない（Ring and Van de 

Ven, 1994: 酒向, 1998）。大阪ガスは積極的にアライアンス・パートナーを開拓することに

よって、外部技術の探索能力を高めていた。技術マッチング会の開催も同様である。 

技術探索組織の能力が向上することにより成功事例が生まれると、技術活用組織にとっ

ては技術ニーズを開示する誘因となる。松本が「これまでの成功事例などを紹介して、社

内で信用を得るというプロセスがとても大事です」（西野他, 2013, 5 頁）と述べているよう

に、技術探索組織の能力蓄積と成功事例の増加は相互作用的に行われていたのである。 

第二に、共通の目標を設定することによる協働メカニズムを設計する必要がある。技術

活用組織は既存の研究開発プロジェクトを遂行し、技術探索組織は自由に外部技術を探索

するような状態であれば、技術探索組織はスタッフ的機能以上の価値を生み出すことは難

しい。共通の目標を与えることによって、技術探索組織と技術活用組織の間に情報の流れ

を作ることが必要なのである（伊丹, 2005）。 

大阪ガスのオープン・イノベーションの目的は、技術開発のスピードアップ、製品の性

能向上、技術開発投資効率向上を実現することであり、これは技術活用組織の実現すべき

目的と乖離していない。この目的を実現させるために、大阪ガスでは、オープン・イノベ

ーション室が技術活用組織と定期的に面談を行うことで情報の流れを構築していたのであ

る。 

技術活用組織が技術探索組織を信頼することは、技術ニーズを適切に開示することによ

ってオープン・イノベーションを遂行するだけではなく、組織間連携に対する自己決定が

促される。技術活用組織が技術探索組織を訪れ、外部技術の探索依頼を技術活用組織自身

が行うのである。 

ある活動に対する自己決定は、内発的動機づけを高めることが指摘されている（Gagne 

and Deci, 2005）。ある研究テーマに対して、一部に外部技術を利用することにより、残り

は内部開発に集中できる（松本, 2010b）という意識は外部技術を利用することに対して内
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発的に動機づけられていなければ醸成されない文化である。さらに、「オープン・イノベー

ション室を利用する技術者は良く頑張っている」（松本, 2014, 19 頁）という評価が表れる

ことにより、外部技術を利用することに対する自己決定は促進される。鈴木（2013）が指

摘するように、組織間連携による成果を十分に享受するためには、各組織が組織間連携に

対して内発的に動機づけられていることが必要なのである。 

 

3) 技術探索組織と技術活用組織のダイナミクス 

技術活用組織は、それ自身で研究開発プロジェクトを遂行することができる。Chandler 

and Hikino（1990）が指摘するように、伝統的な研究開発プロセスは、技術活用組織が新

たに技術開発を行うことや、既存の技術蓄積を活用することで進められていた。それが図

4-4 の 1→2 の経路である。 

 

図 4-4 技術探索組織と技術活用組織のダイナミクス 

 

典拠: 筆者作成 

 

大阪ガスの事例は、技術活用組織が技術探索組織を利用することによって、研究開発プ

ロジェクトをダイナミックに駆動させることを示唆している。技術活用組織が技術探索組
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織を利用することによって外部技術を獲得し、研究開発プロジェクトを遂行するという経

路が生まれるのである。 

技術活用組織が技術探索組織を利用する A の経路では、技術活用組織が必要とする技術

ニーズを開示することが必要である。技術活用組織の技術ニーズに基づいて、技術探索組

織が外部技術を探索するのが B の経路である。ここでは、いかに多くの外部技術にアクセ

スできるのかが重要となる。探索された外部技術は、技術探索組織を経由して技術活用組

織に紹介される。技術活用組織が外部技術の採用を決定するとCの経路が生じるのである。 

オープン・イノベーションの仕組みを構築する際には、「技術探索組織がいかに技術活用

組織の協力を引き出すか」が重要であった。ところが、オープン・イノベーションの仕組

みが完成し、ダイナミックな研究開発プロセスを遂行するためには、「技術活用組織がいか

に技術探索組織を利用するのか」が重要となる。すなわち、オープン・イノベーションの

仕組みが構築される前後で、研究開発プロセスが質的に変化しているのである。 

このとき、外部技術を利用することによって不要となる可能性のある技術者を容易に解

雇してはならない。技術者の解雇は 2 つの問題を内包している。第一に、技術活用組織の

技術探索組織に対する信頼の破壊である。技術者が解雇されるのであれば、技術探索組織

は技術活用組織にとって脅威となる存在でしかないからである。 

第二に、研究開発が縮小均衡となる可能性がある。オープン・イノベーションを技術者

を解雇する手段であると捉えると、オープン・イノベーションを採用する前後で研究開発

の成果は一定でありながら、コストを削減できると想定可能である。内部の技術者を外部

技術で代替するからである。これは短期的にはメリットとなる。しかしながら、時間軸を

考慮してみるとどうであろうか。簡単な事例を用意して議論を展開する。 

t 期に 10 人の技術者が、1 つの研究開発プロジェクトを実施するとしよう。このとき、

オープン・イノベーションを活用することにより、技術者を 3 人解雇しても同等の成果が

得られることが分かった。t 期の成果としては、7 人の技術者で 1 つの研究開発プロジェク

トを遂行したために、技術者 3 人分のコスト削減が実現されていた。次に、t+1 期に新しい

研究開発プロジェクトを立ち上げようとすると、7 人の技術者で 1 つの研究開発プロジェク

トを実施しなければならない。このように、オープン・イノベーションで技術者を解雇す

ると、研究開発は次第に縮小するのである。 

したがって、オープン・イノベーションを導入する際には、大阪ガスが掲げる「技術開

発のスピードアップ、製品の性能向上、技術開発投資効率向上」のような戦略性のある目
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的が必要である。企業を発展させるという前向きな目的が、技術活用組織の技術探索組織

に対する信頼を生み出し、組織間連携に対する内発的動機付けを生み出すのである。そし

て技術活用組織の組織間連携に対する内発的動機付けが、技術探索組織と技術活用組織の

ダイナミクスを生み出す条件なのである。 

 

4. 結論 

本章は、なぜ大阪ガスはオープン・イノベーションを首尾良く遂行することができたの

かという問いを立てた。問いに対する本章の結論は、技術探索組織と技術活用組織が適切

に調整されることによって、技術活用組織の自前主義が改革されたからである、というこ

とになる。その結果として、大阪ガスはオープン・イノベーションを首尾良く遂行するこ

とが出来たのである。具体的には、①技術探索組織と技術活用組織は、上位組織によって

戦略的に技術探索組織寄りの調整が行われていた、②技術探索組織は、アライアンス・パ

ートナーを開拓することによって、外部技術の探索に必要な能力を蓄積していた、③技術

活用組織は、技術探索組織による定期的なコミュニケーションによって技術探索組織への

信頼を高め、必要な技術ニーズを開示していた、④技術探索組織と技術活用組織が相互作

用を果たすことにより、技術活用組織のオープン・イノベーションに対する内発的動機づ

けを引き出したことが指摘された。 
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終章 総括と課題 

 

1. 各章の整理 

以下では、本研究を要約することによって、論点を整理し、結論を導き出す。 

序章「問題設定と本論文の構成」では、本研究全体を貫く問題を設定した。それは、オ

ープン・イノベーションがなぜ必要なのか、その遂行に求められる効果的組織は何かとい

うものである。この問題に対して、研究開発組織が分化しつつあるという事実から、次の

ような具体的問題設定を行った。すなわち、本研究の課題は、①技術探索組織に求められ

る役割と組織能力は何か、②技術活用組織に求められる役割は何か、③技術探索組織と技

術活用組織はどのように統合されているのかを明らかにすることである。 

第 1 章「日本企業の経営戦略とオープン・イノベーション」では、なぜ日本企業にオー

プン・イノベーションが必要となるのかを論証した。オープン・イノベーションの重要性

を捉えるためには、日本企業の経営戦略の変遷を整理しなければならない。かつての日本

企業は、内部資源の蓄積と活用をダイナミックに展開することによって発展してきた。と

ころが、経済環境の変化による業績悪化とともに、雇用・人事慣行の変化や事業と技術の

「選択と集中」による技術者の不足が生じた。その結果として、資源蓄積ダイナミクスは

機能不全となった。日本企業は機能不全となった資源蓄積ダイナミクスに代わり企業グル

ープ・シナジーを追求するようになった。第 1 章では、企業グループ・シナジーとオープ

ン・イノベーションを比較することによって、現代的経営環境のもとではオープン・イノ

ベーションが望ましい戦略となることを論証した。なぜなら、①外部から技術を調達する

ことによって、研究開発の効率性を高めることができる、②技術ニーズに適合する外部技

術を探索するために企業グループ内ではなく、企業グループ外で広範に探索を行うことが

求められるからである。 

第 2 章「オープン・イノベーションにおける研究開発組織の分化と統合: 技術探索組織と

技術活用組織」では、オープン・イノベーションを遂行する際の研究開発組織について議

論を行った。オープン・イノベーションにかかわる先行研究によると、オープン・イノベ

ーションの遂行には外部技術の吸収能力が重要となることが指摘されている。外部技術の

吸収能力は、技術探索能力と技術活用能力によって構成されている。しかしながら同一組

織が外部技術の探索と活用を行うならば、技術探索と技術活用はジレンマ関係になること

が実証されている。オープン・イノベーションを遂行しようとする企業は、技術探索組織
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を設置することで外部技術の探索と活用を分業している。技術探索と技術活用の分業によ

って、ジレンマを回避するためである。しかし、このように分化された組織が、首尾良く

機能するためには統合されなければならない。第 2 章では、研究開発組織の分化と統合に

かかわる先行諸研究を整理することによって、分析枠組みを導出した。 

第 3 章「オープン・イノベーションの機能不全メカニズム: パナソニックの事例」では、

なぜパナソニックはオープン・イノベーションを効果的に遂行することができなかったの

かを明らかにした。パナソニックは、いち早くオープン・イノベーションに取り組み始め

た企業のひとつであり、技術探索組織を新設している。しかしながら、その成果が十分に

出ていないため、オープン・イノベーションの遂行に苦戦している。その理由について、

同社の技術ベンチャリング推進チームと東京 R&D センターの事例を分析することによっ

て、次の 4 点が明らかにされた。すなわち、①技術活用組織は外部技術を利用するインセ

ンティブを持たず、むしろ内部技術の活用を促進する研究開発戦略が採用されていた、②

技術探索組織と技術活用組織を調整する上位組織が存在せず、技術活用組織寄りの意思決

定が行われていた、③上位組織が存在した場合でも建設的な調整が行われず、技術活用組

織寄りの偏った調整が行われていた、④技術探索組織に役割の二重性があることによって、

外部技術の探索に対して資源配分が優先されなかったことである。 

第 4 章「技術探索組織と技術活用組織の相互作用: 大阪ガスの事例」では、なぜ大阪ガス

はオープン・イノベーションを遂行することができたのかを明らかにした。大阪ガスは、

日本で最もオープン・イノベーションを活用している企業のひとつである。第 4 章では、

オープン・イノベーションの遂行を担った松本毅氏の役割とオープン・イノベーション室

に着目する分析を行った。その結果、次の 4 点が明らかにされた。①技術探索組織と技術

活用組織は、上位組織によって戦略的に技術探索組織寄りの調整が行われていた、②技術

探索組織は、アライアンス・パートナーを開拓することによって、外部技術の探索に必要

な能力を蓄積していた、③技術活用組織は、技術探索組織による定期的なコミュニケーシ

ョンによって技術探索組織への信頼を高め、必要な技術ニーズを開示していた、④技術探

索組織と技術活用組織が相互作用を果たすことにより、技術活用組織のオープン・イノベ

ーションに対する内発的動機づけを引き出したことである。 

本研究の問題は、①オープン・イノベーションがなぜ日本企業に必要なのか、②オープ

ン・イノベーションの遂行に求められる効果的組織は何かである。本研究の結論は、①企

業グループの枠組みを超えて研究開発の効率性を高めるため、かつ研究開発における技術
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的成果を最大化するためには、企業グループ内にとどまらず広範な技術探索が必要である

ため、日本企業にとってオープン・イノベーションが望ましい戦略となる、②オープン・

イノベーションの遂行に求められる効果的組織は、研究開発組織を技術探索組織と技術活

用組織に分化し、それらを統合した組織である。 

研究開発組織の分化と統合の具体的内容は、①技術探索組織に求められる役割は、既存

のネットワークに留まらない技術探索を行うことである。このとき、外部技術の探索とは

関連しない役割を与えてはならない。技術探索組織に対する役割の二重性は、技術探索能

力の蓄積を阻害するからである。②技術活用組織に求められる役割は、技術探索組織に対

して適切な技術ニーズを開示することである。そのためには上位組織あるいはアライアン

ス・マネジャーの先導によって自前主義を改革する必要がある。③技術探索組織と技術活

用組織は、上位組織による技術探索組織寄りの調整やアライアンス・マネジャーによるコ

ミュニケーション経路の構築による調整が行われていた。技術探索組織が技術活用組織に

対して一方的な依存関係となるため、技術探索組織と技術活用組織は両組織のコミュニケ

ーションによる調整だけではなく、上位組織による強制型の調整が必要となる場面が存在

する。上位組織やアライアンス・マネジャーによる調整の結果、技術探索組織と技術活用

組織は相互作用するようになる。技術探索組織と技術活用組織の相互作用は、技術活用組

織の技術探索組織に対する信頼関係の醸成と、オープン・イノベーションに対する内発的

動機づけを生み出す。技術活用組織の変革によって、オープン・イノベーションの遂行に

求められる効果的組織が構築されるのである。 

 

2. 残された課題 

本研究には、いくつかの残された問題がある。第一に、研究方法上の問題である。第二

に、技術探索組織と技術活用組織のコミュニケーションの内容についての問題である。第

三に、外部の技術探索組織を利用する際の問題である。 

はじめに研究方法上の問題として、事例研究の限界がある。本研究は、単独事例研究で

あるため、考察に事例固有のバイアスがかかっている可能性がある（King et al., 1994）。

本研究で扱った事例は、技術探索組織と技術活用組織に着目するという点では、共通の独

立変数を持っており、オープン・イノベーションの成否という点では、異なる従属変数を

持っている。しかしながら、独立変数と共変関係にない他の変数を制御することができな

いために、比較分析は適切ではない可能性がある。すなわち、パナソニックと大阪ガスと
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では、企業規模や多角化の程度、産業、技術領域などが異なるため、オープン・イノベー

ションの成否に対して技術探索組織と技術活用組織の統合に着目することが適切ではない

可能性があるということである。したがって、本研究の結論は、今後の比較分析のための

有力仮説のひとつにすぎないという限界がある。 

本研究の考察にある潜在的なバイアスを克服して一般化するためには、今後の比較分析

が必要となる（George and Bennett, 2005）。比較分析の方向性は 2 つある。第一に、医薬

品産業などオープン・イノベーションが進展している産業にて、アライアンス・マネジャ

ーの内部組織マネジメントにかかわる役割と、技術探索組織と技術活用組織の相互作用に

着目した比較分析を行うことである。この比較分析によって、技術探索組織と技術活用組

織が統合されていないにもかかわらず、オープン・イノベーションの導入に成功した事例

が明らかになるかもしれない。第二に、日本の総合エレクトロニクス産業などオープン・

イノベーションに苦戦している産業にて、アライアンス・マネジャーの内部組織マネジメ

ントにかかわる役割と、技術探索組織と技術活用組織の相互作用に着目した比較分析を行

うことである。この分析によって、技術探索組織と技術活用組織が統合されているにもか

かわらず、オープン・イノベーションの導入に苦戦している事例が明らかになるかもしれ

ない。あるいは、これらの可能性がいずれも否定されて、本研究の発見の正当性が再確認

されるかもしれない。 

次に、技術探索組織と技術活用組織のコミュニケーションについての問題である。本研

究では、パナソニックや大阪ガスの事例分析でいくつかのコミュニケーションの内容を紹

介している。しかし、誰と誰がどのようなコミュニケーションを行ったのかについては明

らかにされていない。個々人のコミュニケーション・パターンあるいはコミュニケーショ

ンのネットワークを明らかにすることができれば、技術探索組織と技術活用組織の相互作

用に必要なコミュニケーションとは何かが、より具体的に明らかにされると考えられる。

個々人と組織に着目することによる分析単位の縦断は、組織能力のダイナミクスを明らか

にする際の重要な分析視角となっている（Christakis and Fowler, 2009: Gupta et al., 

2007: 小阪, 2013）。 

最後に、外部の技術探索組織を利用する際の問題である。本研究では、企業内の技術探

索組織に着目したが、近年では外部の技術探索組織も増加しつつある（Bingham and 

Spradlin, 2011: 高橋, 2013）。外部の技術探索組織を利用する場合は、企業内の技術探索組

織を利用する場合と比較すると、技術活用組織の抵抗が強くなるかもしれない。その一方
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で、外部の技術探索組織を利用する場合は、上位組織の戦略的なコミットメントが強くな

るかもしれない。このように、企業内の技術探索組織を利用する場合とでは、異なる関係

性が生じることが考えられる。 

以上に述べられた 3 つの問題は、今後の研究課題とする。 
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